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  策定にあたって

 

 

この 3 年ほどの間に、障害者総合支援法をはじめとして、障害の

ある人やそのご家族などに関係する数多くの法令の成立・改正が行

われており、障害者福祉を取り巻く環境は、目まぐるしい速さで、

大きく変化しています。 

 このような動きの中、本区では、障害のある人が、慣れ親しんだ

地域で自分らしく生活ができるよう、さまざまな施策を進めてまい

りました。近年では、希望の家新館の開所（平成 25 年度）や発達障

害相談センターの開設（平成 26 年度）などに加え、障害者虐待防止

法や障害者優先調達法などへの取り組みも着実に進んで来ています。 

 このたび、平成 27 年度から 29 年度の 3 ヵ年を計画期間とする「第

4 期江戸川区障害福祉計画」を策定いたしました。本計画は、障害者

総合支援法に基づき、数値目標やサービスの見込量、区の考え方な

どを定めるものです。 

 本計画を一つの指針として、これからも、障害の有無にかかわら

ず、お互いを尊重し、支え合いながら、元気に安心して暮らせる江

戸川区の実現を目指してまいりますので、今後ともご理解・ご協力

を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 最後になりましたが、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をい

ただきました江戸川区地域自立支援協議会の委員の皆様をはじめ、

ご協力いただきました区民の皆様に深く感謝申し上げます。 

平成２７年３月 

江戸川区長  多 田 正 見 
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  第１章 第 期江戸川区障害福祉計画の概要

１ 第 期江戸川区障害福祉計画について

（１）策定の趣旨 
区では、平成 年 月に「江戸川区長期計画（えどがわ新世紀デザイン）」を策定

し、そこに示された基本構想・基本計画に基づく実施計画により、障害のある人が、

地域で自立して生活でき、安心して暮らせる環境づくりを進めてきました。

また、国の動向を踏まえ、「江戸川区障害者計画」、「江戸川区障害福祉計画」を策

定し、障害者施策を進めてきました。

こうした動きの中で、現行の「第 期江戸川区障害福祉計画」（以下、「第 期計画」

という。）が最終年次（平成 年度）を迎えたことから、新たに「第 期江戸川区障

害福祉計画」を策定します。

＜障害者計画・障害福祉計画の変遷＞

（２）計画の位置づけ

第 期江戸川区障害福祉計画（以下、「本計画」という。）は、障害者総合支援法第

条第 項の規定に基づき、国が定める基本指針（以下、「国の指針」という。）に即

して策定する「市町村障害福祉計画」です。

各種サービス（障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、相談支援、地域生活

支援事業及び児童福祉法に基づく障害児通所支援、障害児相談支援）の提供体制を確

保することを主な目的としています。

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月 江戸川区障害者計画

（平成 ～ 年度）

平成 年 月 第 期江戸川区障害福祉計画

（平成 ～ 年度）

江戸川区長期計画

（障害者計画を包含）

江戸川区障害者計画

（平成 ～ 年度）

策定年月

第 期江戸川区障害福祉計画

（平成 ～ 年度）

第 期江戸川区障害福祉計画

（平成 ～ 年度）

第 期江戸川区障害福祉計画

（平成 ～ 年度）
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（３）計画期間 
本計画の期間は、国の指針により、平成 年度から平成 年度までの 年間とし

ます。

計画名／年 度

障 害 福 祉 計 画

障 害 者 計 画

基本構想・基本計画

（４）計画の対象 
本計画は、障害者総合支援法第 条第 項に規定する障害者、児童福祉法第 条第

項に規定する障害児を対象としています。

＜障害者の定義＞

歳以上で、以下に該当する者

種別 定義（障害者総合支援法第 条第 項）

身体障害者 身体障害者福祉法第 条に規定する身体障害者

知的障害者 知的障害者福祉法にいう知的障害者

精神障害者

（発達障害者含む）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 条 に規定する精神障

害者（発達障害者支援法第 条第 項 に規定する発達障害者を含み、

知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。）

難病等の患者
治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって、政令で

定めるものによる障害の程度が、厚生労働大臣が定める程度である者

＜障害児の定義＞

歳未満で、以下に該当する者

種別 定義（児童福祉法第 条第 項）

身体障害児 身体に障害のある児童

知的障害児 知的障害のある児童

精神障害児

（発達障害児含む）

精神に障害のある児童

（発達障害者支援法第 条第 項に規定する発達障害児を含む。）

難病等の児童

治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって、障害者

総合支援法第 条第 項の政令で定めるものによる障害の程度が、同

項の厚生労働大臣が定める程度である児童

第 期 第 期以降

（計画期間：平成 年度～平成 年度）

（計画期間：平成 年度～平成 年度）

第 期

期
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本計画の期間は、国の指針により、平成 年度から平成 年度までの 年間とし
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種別 定義（児童福祉法第 条第 項）

身体障害児 身体に障害のある児童
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第 期

期

（５）策定の考え方

本計画は、国の指針に即し、以下の考え方に基づいて、策定しています。

＜本計画策定の全体像＞

「江戸川区障害者計画」
障害者施策推進の基本的な考え方を定める

○自立

○共生

○社会参加

○生活支援の充実

○理解促進

○やさしいまちづくり

【基本理念】 【基本目標】

理念や将来都市像と
方向性を同一にする

基本的な考え方を 継承して策定

「江戸川区地域福祉計画」等の区の関連計画

「第 期江戸川区障害福祉計画」
数値目標、見込量確保のための方策等を定める

障害者総合支援法

① 第 期計画（平成 年度～ 年度）の目標に対する

実績評価

② サービスを提供するための基本的な考え方・数値目標

③ 障害福祉サービス等の必要量の見込み、確保のための

方策等

東京都
「第 期障害福祉計画」

障害者基本法

調和

「江戸川区実施計画」

「江戸川区基本構想・基本計画」

調
和

国の指針

連
携

・「江戸川区基本構想・基本計画」の理念や将来都市像と方向性を同一にする。

・上位計画である「江戸川区障害者計画」（根拠法令：障害者基本法第 条第 項）の

基本的な考え方（基本理念、基本目標）を継承する。

・「江戸川区地域福祉計画」（根拠法令：社会福祉法第 条）、「江戸川区子ども・子

育て支援事業計画」（根拠法令：子ども・子育て支援法第 条）等の関連する江戸川

区の他計画との調和を保つ。

・東京都の「第 期障害福祉計画」との連携を図る。
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（６）計画の推進に向けて 
① 関係機関等との連携の推進

本計画は、福祉・保健・医療等の様々な関連分野に渡るものであり、各関係機関

や地域が連携を図りながら、総合的に取り組みを進めていくことが重要です。

計画の推進に向けて、地域の関係者・関係機関との連携や行政内部における推進

体制の強化などにより、地域のネットワーク構築を推進し、サービス提供体制の確

保を図ります。

＜地域社会のネットワークと連携のイメージ＞

② ＰＤＣＡサイクルの実施

国の指針に基づき、本計画に定める目標等について、年に 回、その実績を把握

し、障害者施策や関連施策の動向を踏まえて、評価・分析を行います。また、必要

があると認めるときは、計画の変更等の措置を講じます。

③ その他

障害者総合支援法をはじめとする関係法令・制度の改正（注）や障害者差別解消法

などの今後施行される法令等については、国や東京都の動向を注視しながら、関係

機関・庁内関係部署と連携して、適切に対応していきます。 
（注）難病等の対象疾病の拡大（ ページ参照）など。

医療・保健機関

ハローワーク

特別支援学校 障害者団体

近隣自治体・その他関係機関

江戸川区

社会福祉協議会

福祉サービス事業者

行政内部における推進体制の強化

地域のネットワーク構築の推進

地域の関係者
・町会、自治会
・児童・民生委員
・企業、産業団体

地域社会の連携・協力

第 期障害福祉計画の推進

東京都

子育て

…

保健

福祉

医療

教育

まちづくり

地域の関係者・関係機関との連携の推進
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２ 障害者総合支援法について

（１）障害者総合支援法の施行

地域社会での共生の実現に向けて、障害者及び障害児が日常生活または社会生活を

営むための支援を総合的に行うことを目的として、「障害者自立支援法」に代わる法

律である「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者

総合支援法）が平成 年 月（一部は、平成 年 月）に施行されました。

＜障害者総合支援法成立までの経緯＞

平成 年 「支援費制度」の導入

「自己決定と自己選択」及び「利用者本位」の理念

に基づいて導入

平成 年 「障害者自立支援法」 施行

平成 年 改正「障害者基本法」 施行

障害者の定義の見直し、地域社会における共生等

の考え方、差別禁止の観点から社会的障壁の除去

に配慮すること等、新たな視点が盛り込まれる

平成 年 改正「障害者自立支援法」 施行

制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに

基づいた地域生活支援体系の整備等を主な目的

とした改正

平成 年 月 「障害者総合支援法」 施行
（一部は、平成 年 月施行）

地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉

サービス、地域生活支援事業その他必要な支援を

総合的に行うことを目的として施行

障害者施策の 障害一元化、サービス体系の利用者

本位での再編、就労支援の強化、安定的な財源の

確保等を目的として施行
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（２）主な改正事項

法改正のポイントは、以下のとおりです。

① 基本理念の創設

法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参

加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁（注）の除去に資するよう、

総合的かつ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げる。

（注）社会的障壁とは、障害者及び障害児にとって、日常生活または社会生活を営む上で、

障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを指します。

② 障害者の範囲

障害者の範囲に難病等の患者（注）を追加。

（注）難病等の対象疾病は、平成 年 月時点で 疾病となっています。

今後、対象疾病の拡大が予定されています。

③ 障害支援区分の創設

「障害程度区分」を障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされ

る標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改める。

④ 重度訪問介護の対象拡大

対象者を重度の身体障害者に加え、重度の知的障害者と精神障害者にも拡大。

⑤ グループホームとケアホームの一元化

共同生活介護（ケアホーム）を共同生活援助（グループホーム）に統合。

⑥ 地域移行支援の対象拡大

新たに、地域生活に移行するために重点的な支援を必要とする者（救護施設

に入所している障害者等）を対象者に追加。

⑦ 地域生活支援事業の追加

障害者に対する理解を深めるための研修や啓発を行う事業、意思疎通を行う

者を養成する事業等を新たに追加。

⑧ サービス基盤の計画的整備

障害福祉計画における定期的な検証と見直し（ サイクル）の法定化。
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（２）主な改正事項

法改正のポイントは、以下のとおりです。

① 基本理念の創設

法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参

加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁（注）の除去に資するよう、

総合的かつ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げる。

（注）社会的障壁とは、障害者及び障害児にとって、日常生活または社会生活を営む上で、

障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを指します。

② 障害者の範囲

障害者の範囲に難病等の患者（注）を追加。

（注）難病等の対象疾病は、平成 年 月時点で 疾病となっています。

今後、対象疾病の拡大が予定されています。

③ 障害支援区分の創設

「障害程度区分」を障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされ

る標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改める。

④ 重度訪問介護の対象拡大

対象者を重度の身体障害者に加え、重度の知的障害者と精神障害者にも拡大。

⑤ グループホームとケアホームの一元化

共同生活介護（ケアホーム）を共同生活援助（グループホーム）に統合。

⑥ 地域移行支援の対象拡大

新たに、地域生活に移行するために重点的な支援を必要とする者（救護施設

に入所している障害者等）を対象者に追加。

⑦ 地域生活支援事業の追加

障害者に対する理解を深めるための研修や啓発を行う事業、意思疎通を行う

者を養成する事業等を新たに追加。

⑧ サービス基盤の計画的整備

障害福祉計画における定期的な検証と見直し（ サイクル）の法定化。

（３）サービス体系

障害者総合支援法のサービスは、「自立支援給付」と「地域生活支援事業」で構成

されています。 
なお、障害児は、障害者総合支援法と児童福祉法のサービスが対象となります。 
 

＜障害者総合支援法のサービス体系＞

 
 
＜児童福祉法のサービス体系＞

相談支援

サービス等の利用計画作成、
地域移行に関する相談等

・計画相談支援

・地域相談支援
（地域移行支援、地域定着支援）

自立支援医療

医療費の助成

補装具

つえ、車いす等の補装具の
購入・修理費用の支給

障害福祉サービス

自立支援給付

地域の特性や利用者の状況に応じて、区が実施する事業

・移動支援 ・地域活動支援センター ・意思疎通支援（手話通訳者の派遣等）

・相談支援 ・日常生活用具 ・日中一時支援 等

介護給付

生活上または療養上の必要な介護

・居宅介護

・重度訪問介護

・同行援護

・行動援護

・重度障害者等包括支援

・短期入所

・療養介護

・生活介護

・施設入所支援

訓練等給付

自立した生活や就労に向けた
訓練・援助

・自立訓練（生活訓練・機能訓練）

・就労移行支援

・就労継続支援

・共同生活援助（グループホーム）

障害者・障害児

地域生活支援事業

障害児通所支援

・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援

障害児相談支援 障害児入所支援
（実施主体は、東京都）

・障害児支援利用援助
・継続障害児支援利用援助 ・福祉型障害児入所施設

・医療型障害児入所施設
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３ 関係法令等の制定・改正について

第 期計画策定後に制定・改正された障害者総合支援法以外の主な関係法令等のポ

イントは、以下のとおりです。

（１）児童福祉法の改正

障害児の支援を強化するため、児童福祉法が改正され、平成 年 月に施行され

ました。

障害種別で分かれていた障害児施設を通所による支援（障害児通所支援）と入所に

よる支援（障害児入所支援）への一元化、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援

や障害児相談支援の創設などの改正が行われました。

（２）障害者虐待防止法の施行

障害者虐待の防止等の施策を推進するため、「障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律」（障害者虐待防止法）が平成 年 月に施行されま

した。

この法律では、障害者に対する虐待の禁止や障害者虐待の定義が明確化され、発見

者に対する通報義務や市町村の立入調査権限などが定められました。

（３）障害者優先調達法の施行

障害者就労施設で就労する障害者や在宅で就業する障害者の経済面の自立を進め

るため、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」

（障害者優先調達法）が平成 年 月に施行されました。

この法律では、国や地方公共団体等の公的機関が、率先して障害者就労施設等から

の物品等の調達を推進するよう、必要な措置を講じることが定められました。

（４）障害者権利条約の批准

「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）は、障害者の人権及び基本的自

由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者

の権利の実現のための措置などについて定める国際条約で、平成 年 月に国連総

会において採択されました。主な内容は、障害に基づくあらゆる差別の禁止、障害者

が社会に参加し、包容されることを促進するなどです。

日本は、平成 年に条約に署名し、障害者基本法の改正等の法整備を経て、平成

年 月 日に批准書を寄託し、同年 月 日に条約は、効力を発生しました。
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この法律では、国や地方公共団体等の公的機関が、率先して障害者就労施設等から

の物品等の調達を推進するよう、必要な措置を講じることが定められました。

（４）障害者権利条約の批准

「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）は、障害者の人権及び基本的自

由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者

の権利の実現のための措置などについて定める国際条約で、平成 年 月に国連総

会において採択されました。主な内容は、障害に基づくあらゆる差別の禁止、障害者

が社会に参加し、包容されることを促進するなどです。

日本は、平成 年に条約に署名し、障害者基本法の改正等の法整備を経て、平成

年 月 日に批准書を寄託し、同年 月 日に条約は、効力を発生しました。

（５）精神障害者保健福祉法の改正

精神障害者の地域生活への移行を促進するため、「精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律」（精神障害者保健福祉法）が改正され、平成 年 月に施行されました。

今回の改正では、保護者制度の廃止、医療保護入院の見直し、精神医療審査会の見

直し（注）などが行われました。

（注）精神医療審査会の見直しのうち、審査会委員に関する規定については、平成 年 月施行。

（６）子ども・子育て支援法の成立

幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的とした

「子ども・子育て関連 法（注）」の つとして、「子ども・子育て支援法」が、平成

年 月に成立し、平成 年 月に施行されます。

この法律は、障害児を含む全ての子どもが健やかに成長することができる社会の実

現に寄与することを目的としており、障害児支援についても言及されています。

（注）子ども・子育て支援 法とは、「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正法」、

「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律」を指します。

（７）障害者差別解消法の成立

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現を目的として、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律」（障害者差別解消法）が平成 年 月に成立し、平成 年 月に施行されま

す。

この法律では、国や地方公共団体等及び民間事業者に対して、障害を理由とする差

別的扱いの禁止や合理的な配慮の不提供の禁止などを定めています。

（８）障害者雇用促進法の改正

雇用分野における均等な機会及び待遇の確保等を目的として、「障害者の雇用の促

進等に関する法律」（障害者雇用促進法）が平成 年 月に改正され、平成 年

月に施行されます。

今回の改正では、障害者に対する差別の禁止、障害者が職場で働くにあたっての支

障を改善するための措置を定めるとともに、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加

える（注）などの内容が盛り込まれました。

（注）精神障害者の法定雇用率算定基礎への追加は、平成 年 月施行。
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なお、障害者の法定雇用率については、障害者雇用促進法施行令の改正（注）により、

平成 年 月より、以下のとおり、引き上げられました。民間企業、国、地方公共

団体等は、法定雇用率に相当する人数以上の障害者を雇用することが義務付けられて

います。

（注）障害者の法定雇用率は、障害者雇用促進法第 条第 項の規定により、少なくとも 年ご

とに政令で定めるとされています。

 

対象となる法人等
法定雇用率

年 月まで 年 月より

民間企業（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

特殊法人等（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

国、地方公共団体 ％ ％

都道府県等の教育委員会 ％ ％

参考 「江戸川区の障害者虐待に対する取り組みについて」

平成 年 月の障害者虐待防止法施行に伴い、虐待の未然防止や早期発見・対応を

行い、本人とその家族などの養護者を支援することを目的として、相談対応や周知・啓発

活動を実施しています。障害のある方への虐待やその疑いがある場合は、子ども家庭支援

センターや警察等の関係機関と連携し、迅速かつ適切な対応を図ります。

＜障害者虐待対応のイメージ＞

家族、施設職員、

近隣住民等

通 報

本人からの届出

■障害者福祉課

（身体障害・知的障害）

■保健予防課（精神障害）

江戸川区

虐待と認められた場合は、一時保護等の対応を実施

子ども家庭
支援センター

警 察

児童相談所

東京都

労働局 関係自治体

事実確認、安否確認、立入調査等

連 携
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家族、施設職員、

近隣住民等

通 報

本人からの届出

■障害者福祉課

（身体障害・知的障害）

■保健予防課（精神障害）

江戸川区

虐待と認められた場合は、一時保護等の対応を実施

子ども家庭
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第２章 江戸川区の現況

１ 人口の推移

江戸川区の総人口は、平成 年から平成 年にかけて、減少していますが、平成

年からは、増加傾向で推移しています。 月 日現在の総人口は、 人とな

っています。

構成比では、 ～ 歳と ～ 歳の総人口に占める割合が減少傾向にある一方で、

～ 歳と 歳以上の割合が増加傾向にあり、高齢化が進んでいます。

＜江戸川区の総人口の推移＞

（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

※住民基本台帳登録者（外国人含む）
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２ 障害者手帳所持者数の推移

（１）障害者手帳所持者数（ 障害）の推移 
障害者手帳の所持者数は、 障害全てにおいて、毎年増加しており、総人口に占め

る割合も増加傾向にあります。 
構成比では、身体障害者手帳所持者が約 割を占め、最も多くなっています。

＜障害者手帳所持者数（ 障害）の推移＞

（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

総 人 口

人 口

対 年比

手帳所持者割合

障害者手帳所持者
所持者数

対 年比

身体障害者手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

愛の手帳

（知的障害者）

所持者数

対 年比

構 成 比

精神障害者

保健福祉手帳

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

身体障害者手帳

愛の手帳

（知的障害者）

精神障害者

保健福祉手帳
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２ 障害者手帳所持者数の推移

（１）障害者手帳所持者数（ 障害）の推移 
障害者手帳の所持者数は、 障害全てにおいて、毎年増加しており、総人口に占め
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対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

身体障害者手帳

愛の手帳

（知的障害者）

精神障害者

保健福祉手帳

（２）身体障害者手帳所持者数の推移

① 年齢区分別

身体障害者手帳所持者数は、毎年増加しており、平成 年 月 日現在

人となっています。 歳以上の割合が増加しており、高齢化が進んでいます。 
なお、難病等での身体障害者手帳取得者数は、平成 年 月 日時点では 人、

平成 年 月 日時点では 人となっています。 
 
＜年齢区分別 身体障害者手帳所持者数＞

（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

参考 「身体障害者手帳」

身体障害者手帳は、身体障害者福祉法に定める障害程度に該当すると認められた人に

交付されるもので、各種の福祉サービスを受けるために必要となるものです。

障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、全ての年齢区分において、ほぼ横ばいで推移して

います。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、全ての年齢区分において、ほぼ横ばいで推移して

います。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

③ 障害部位別

障害部位別では、内部障害は増加していますが、その他の障害については、ほぼ

横ばいで推移しています。

構成比では、肢体不自由が半数以上を占め、続いて、内部障害が約 割となって

おり、両障害を合わせると全体の 割以上を占めています。

 
＜障害部位別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全 体
所持者数

対 年比

肢体不自由

所持者数

対 年比

構 成 比

視覚障害

所持者数

対 年比

構 成 比

聴覚・平衡

機能障害

所持者数

対 年比

構 成 比

音声言語

機能障害

所持者数

対 年比

構 成 比

内部障害

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

肢体不自由

視覚障害

聴覚・平衡機能障害

音声言語機能障害

内部障害
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④ 等級別

等級別では、 級が他の等級に比べて、増加の割合が大きくなっています。 
構成比では、 級の割合が減少し、それ以外の等級は、ほぼ横ばいで推移してい

ます。 
 
＜等級別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級

級

級

級（軽度）
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④ 等級別

等級別では、 級が他の等級に比べて、増加の割合が大きくなっています。 
構成比では、 級の割合が減少し、それ以外の等級は、ほぼ横ばいで推移してい

ます。 
 
＜等級別 身体障害者手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級

級

級

級（軽度）

（３）愛の手帳所持者数の推移 
① 年齢区分別

愛の手帳所持者数は、毎年増加しており、平成 年 月 日現在 人とな

っています。 ～ 歳の割合が約 割を占め、最も多くなっています。

 
＜年齢区分別 愛の手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

参考 「愛の手帳」

愛の手帳は、児童相談所または東京都心身障害者福祉センターにおいて知的障害者であ

ると判定された人に交付されるもので、各種の福祉サービスを受けるために必要となるも

のです。国の制度として療育手帳があり、「愛の手帳」はこの制度の適用を受けています。

障害の程度により、 度（最重度）から 度（軽度）までの区分があります。
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、 歳以上は、ほぼ横ばいですが、それ以外の年齢

区分は、増加傾向で推移しています。特に ～ 歳と ～ 歳では、他の年齢区

分に比べて割合が大きく増加しています。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上
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② 対人口割合

平成 年 月 日現在の対人口割合では、区の総人口に占める割合は ％と

なっています。

年齢 区分の対人口割合では、 歳以上は、ほぼ横ばいですが、それ以外の年齢

区分は、増加傾向で推移しています。特に ～ 歳と ～ 歳では、他の年齢区

分に比べて割合が大きく増加しています。

 
＜対人口割合（年齢 区分別）＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

③ 等級別

等級別では、すべての等級において増加傾向となっています。 
構成比では、 度（軽度）の割合が増加し、 度（重度）、 度（中度）の割合が

減少しています。

 
＜等級別 愛の手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

度

（最重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（中度）

所持者数

対 年比

構 成 比

度

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

度（最重度）

度（重度）

度（中度）

度（軽度）
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者数等の推移 
① 全体の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、毎年増加しています。平成 年 月 日

現在 人で、区の総人口に占める割合は ％となっています。

自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は、増加傾向で推移しています。

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院医療）受給者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

精神障害者保健福祉手帳所持者

自立支援医療（精神通院医療）受給者

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

精神障害者保健福祉手帳所持者 自立支援医療（精神通院医療）受給者

参考 「精神障害者保健福祉手帳」

精神障害者保健福祉手帳は、精神障害のため、長期にわたり日常生活または社会生活へ

の制約がある人を対象として、一定の精神障害の状態にあることを証明する手段として交

付されます。障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。

手帳の取得により、障害の種別と程度に応じたサービスを利用できるようになります。

参考 「自立支援医療（精神通院医療）受給者」

自立支援医療（精神通院医療）受給者とは、自立支援医療制度による「自立支援医療受

給者証（精神通院）」の交付を受けている人です。これは、精神疾患を有し、通院による

精神医療を継続的に要する程度の病状にある人の通院医療費の負担軽減を図るものです。
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者数等の推移 
① 全体の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、毎年増加しています。平成 年 月 日

現在 人で、区の総人口に占める割合は ％となっています。

自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は、増加傾向で推移しています。

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数及び自立支援医療（精神通院医療）受給者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年平成 年平成 年平成 年平成 年

精神障害者保健福祉手帳所持者

自立支援医療（精神通院医療）受給者

 
 

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

精神障害者保健福祉手帳所持者 自立支援医療（精神通院医療）受給者

参考 「精神障害者保健福祉手帳」

精神障害者保健福祉手帳は、精神障害のため、長期にわたり日常生活または社会生活へ

の制約がある人を対象として、一定の精神障害の状態にあることを証明する手段として交

付されます。障害の程度により、 級（重度）から 級（軽度）までの区分があります。

手帳の取得により、障害の種別と程度に応じたサービスを利用できるようになります。

参考 「自立支援医療（精神通院医療）受給者」

自立支援医療（精神通院医療）受給者とは、自立支援医療制度による「自立支援医療受

給者証（精神通院）」の交付を受けている人です。これは、精神疾患を有し、通院による

精神医療を継続的に要する程度の病状にある人の通院医療費の負担軽減を図るものです。

② 年齢区分別

年齢区分別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、全ての年齢区分において、

増加傾向で推移しています。 ～ 歳が約半数を占めています。

 
＜年齢区分別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

実

数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

計

構

成

比

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳
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③ 等級別

等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、 級が約半数を占め、最も多く

なっています。続いて、 級が約 割を占めています。

 
＜等級別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞ 

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級（軽度）
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③ 等級別

等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者数では、 級が約半数を占め、最も多く

なっています。続いて、 級が約 割を占めています。

 
＜等級別 精神障害者保健福祉手帳所持者数＞ 

 
（各年 月 日現在）

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

全体
所持者数

対 年比

級

（重度）

所持者数

対 年比

構 成 比

級

所持者数

対 年比

構 成 比

級

（軽度）

所持者数

対 年比

構 成 比

 
  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

人

級（重度）

級

級（軽度）

（５）障害支援区分認定者数の推移

障害支援区分（注）の認定者数は、毎年増加しており、障害別では、知的障害者の割

合が最も多くなっています。また、難病等の患者については、障害者総合支援法の施

行により、障害者の範囲に追加されたことから、平成 年度より区分の認定が行わ

れています。 
（注）平成 年度までは、「障害程度区分」。障害者総合支援法の施行に伴い、平成 年度から

「障害支援区分」に改められました。 

＜障害支援区分 認定者数＞

 
 

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

計

精
神
障
害
者

難
病
等
の
患
者

合計

身
体
障
害
者

知
的
障
害
者

（各年 月 日現在）

参考 「障害支援区分」

障害者総合支援法のサービスを利用するには、「障害支援区分」の認定を行う必要があ

ります。障害支援区分は、支援の度合いを示し、区分 （低い）から区分 （高い）に分

類されます。この結果によって、サービス利用の給付要件などが決まります。
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３ 障害者の実雇用率の推移

ハローワーク木場管轄（江戸川区及び江東区）での平成 年以降の民間企業にお

ける実雇用率は、年々上昇しています。平成 年時点の実雇用率は ％となって

おり、全国の ％より低くなっていますが、東京都の ％を上回っています。

なお、全国、東京都、ハローワーク木場管轄のいずれにおいても、平成 年時点

では、法定雇用率の ％には達していません。

＜民間企業における障害者の実雇用率の推移（注）＞

（注）平成 年 月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、

平成 年とそれ以前の数値を単純に比較することは適当ではない状況です。

＜法定雇用率＞

対象となる法人等
法定雇用率

年 月まで 年 月より

民間企業（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

特殊法人等（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

国、地方公共団体 ％ ％

都道府県等の教育委員会 ％ ％

  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

法定雇用率

全国

東京都

木場管轄

％

（各年 月 日現在）
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３ 障害者の実雇用率の推移

ハローワーク木場管轄（江戸川区及び江東区）での平成 年以降の民間企業にお

ける実雇用率は、年々上昇しています。平成 年時点の実雇用率は ％となって

おり、全国の ％より低くなっていますが、東京都の ％を上回っています。

なお、全国、東京都、ハローワーク木場管轄のいずれにおいても、平成 年時点

では、法定雇用率の ％には達していません。

＜民間企業における障害者の実雇用率の推移（注）＞

（注）平成 年 月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、

平成 年とそれ以前の数値を単純に比較することは適当ではない状況です。

＜法定雇用率＞

対象となる法人等
法定雇用率

年 月まで 年 月より

民間企業（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

特殊法人等（常用労働者数 人以上規模） ％ ％

国、地方公共団体 ％ ％

都道府県等の教育委員会 ％ ％

  

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

法定雇用率

全国

東京都

木場管轄

％

（各年 月 日現在）

第３章 計画に関する成果目標の設定とサービス量の見込み

１ 第 期計画の目標達成状況について

第 期計画では、策定時の国の指針に基づき、「施設入所者の地域生活への移行」、

「福祉施設から一般就労への移行」について、平成 年度を目標年度として、数値

目標を設定しました。各目標の状況は、以下のとおりです。

（１）施設入所者の地域生活への移行 
施設入所者のグループホームや一般住宅等での地域生活への移行について、「①施

設入所者数」と「②地域生活移行者数」の つの目標値を設定しています。

施設入所者数については、目標値 人に対し、平成 年 月末時点で、 人と

なっています。平成 年度末では、 人程度となる見込みです。

また、地域移行者数については、平成 年 月末時点で 人となっており、目標

値を上回っている状況です。

＜国の指針における目標設定＞

項 目 目標値
平成 年

月末実績

① 施設入所者数

（平成 年度末時点の施設入所者数）
人 人

② 地域生活移行者数

（平成 年 月 日時点の全入所者 人のうち、平成 年

度末までにグループホーム等に地域移行する者の数）

人 人

平成 年 月 日の施設入所者数（ 人）を基準として、

①施設入所者数 →平成 年度末の施設入所者数を 割以上削減

②地域生活移行者数 →平成 年度末までに、 割以上を地域生活へ移行

【区の第 期計画目標値】

施設入所待機者数、実績等を

勘案して、独自の目標を設定

①施設入所者数： 人

②地域移行者数： 人
地域生活に移行

平成 年度末時点
の施設入所者数

平成 年 月時点
の施設入所者数

割以上削減

新規入所者

平成 年度末

割以上

平成 年 月
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（２）福祉施設から一般就労への移行 

（注）一般就労とは、一般企業等への就職や在宅就労、起業を指します。（以下、同様）

一般就労への移行者数については、平成 年 月末時点で、 人となっており、

目標値を上回っています。

＜国の指針における目標設定＞

 

項 目 目標値
平成 年

月末実績

平成 年度の年間一般就労移行者数

（福祉施設を退所し、一般就労（注）する者の数）
人 人

平成 年度の一般就労への移行者数 →平成 年度（ 人）の 倍以上

【区の第 期計画目標値】

実績や見込値等を勘案して、

独自の目標を設定

■一般就労移行者数： 人

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

平成 年度末

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

倍
以
上

平成 年度末
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（２）福祉施設から一般就労への移行 

（注）一般就労とは、一般企業等への就職や在宅就労、起業を指します。（以下、同様）

一般就労への移行者数については、平成 年 月末時点で、 人となっており、

目標値を上回っています。

＜国の指針における目標設定＞

 

項 目 目標値
平成 年

月末実績

平成 年度の年間一般就労移行者数

（福祉施設を退所し、一般就労（注）する者の数）
人 人

平成 年度の一般就労への移行者数 →平成 年度（ 人）の 倍以上

【区の第 期計画目標値】

実績や見込値等を勘案して、

独自の目標を設定

■一般就労移行者数： 人

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

平成 年度末

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

倍
以
上

平成 年度末

２ 成果目標について

（１）目標の設定について 
国の指針では、サービスの提供体制の確保のため、第 期計画の実績や地域の実情

などを踏まえ、平成 年度を目標年度とした成果目標を設定することとしています。

これを踏まえ、本計画では、国の指針や東京都の考え方に即し、これまでの実績や

区の状況、各サービスの見込量等を勘案し、以下の項目について、成果目標を設定し

ます。

＜成果目標の設定 イメージ＞

成果目標
サービスの提供体制の確保に係る目標

※平成 年度を目標年度とする数値目標

各年度におけるサービス毎の見込量

第 期計画の実績

活動指標

区の状況

・窓口担当が把握
しているニーズ

・事業者の状況 等

国の指針 東京都の考え方

【目標値】福祉施設入所者数

【目標値】就労移行支援事業の利用者数

【目標値】地域生活への移行者数

＜成果目標 ＞ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

＜成果目標 ＞ 福祉施設から一般就労への移行等

【目標値】就労移行支援事業所ごとの就労移行率

【目標値】福祉施設から一般就労への移行者数

【目標値】地域生活支援拠点等の整備数

＜成果目標 ＞ 地域生活支援拠点等の整備
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（２）成果目標 「福祉施設の入所者の地域生活への移行」

① 国の指針における目標

（ア）平成 年度末時点の福祉施設入所者数を平成 年度末時点から ％以上

削減

（イ）平成 年度までに、平成 年度末時点の福祉施設入所者数の ％以上を

グループホームや一般住宅等での地域生活へ移行

＜国の指針における目標設定＞

 
 
② 江戸川区の目標設定

区では、福祉施設入所者の地域生活への移行を支援していますが、その一方で、

本人や家族の状況により施設入所を希望する人が、平成 年 月末時点で、 人

程度待機しています。第 期計画時より待機者が 人程度増加しており、今後、

福祉施設入所者の数は、増加傾向で推移することが予想されます。

また、地域生活への移行者数は、平成 年 月時点から年平均 人程度が地域

生活に移行しており、今後も同程度で推移すると思われます。

これまでの実績と今後の見込み、東京都の方針等を踏まえ、目標値を下記のとお

り設定します。

地域生活に移行

平成 年度末時点
の施設入所者数

（ア） ％以上削減

新規入所者

平成 年度末

（イ） ％以上

平成 年度末

平成 年度末時点
の施設入所者数

項 目 数 値

（基準値）平成 年度末時点の福祉施設入所者数 人

【目標値】

（ア）平成 年度末時点の福祉施設入所者数
人

【目標値】

（イ）平成 年度末時点の地域生活への移行者数

（平成 年度から平成 年度の 年間で、地域生活へ移行する者の数）

人
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（２）成果目標 「福祉施設の入所者の地域生活への移行」

① 国の指針における目標

（ア）平成 年度末時点の福祉施設入所者数を平成 年度末時点から ％以上

削減

（イ）平成 年度までに、平成 年度末時点の福祉施設入所者数の ％以上を

グループホームや一般住宅等での地域生活へ移行

＜国の指針における目標設定＞

 
 
② 江戸川区の目標設定

区では、福祉施設入所者の地域生活への移行を支援していますが、その一方で、

本人や家族の状況により施設入所を希望する人が、平成 年 月末時点で、 人

程度待機しています。第 期計画時より待機者が 人程度増加しており、今後、

福祉施設入所者の数は、増加傾向で推移することが予想されます。

また、地域生活への移行者数は、平成 年 月時点から年平均 人程度が地域

生活に移行しており、今後も同程度で推移すると思われます。

これまでの実績と今後の見込み、東京都の方針等を踏まえ、目標値を下記のとお

り設定します。

地域生活に移行

平成 年度末時点
の施設入所者数

（ア） ％以上削減

新規入所者

平成 年度末

（イ） ％以上

平成 年度末

平成 年度末時点
の施設入所者数

項 目 数 値

（基準値）平成 年度末時点の福祉施設入所者数 人

【目標値】

（ア）平成 年度末時点の福祉施設入所者数
人

【目標値】

（イ）平成 年度末時点の地域生活への移行者数

（平成 年度から平成 年度の 年間で、地域生活へ移行する者の数）

人

（３）成果目標 「福祉施設から一般就労への移行等」

① 国の指針における目標

（ア）平成 年度中に福祉施設から一般就労への移行者数を平成 年度実績の

倍以上

（イ）平成 年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 年度末実績

から 割以上増加

（ウ）平成 年度末における就労移行支援事業所全体の 割以上の事業所が、

就労移行率 割以上を達成

＜国の指針における目標設定 （ア）福祉施設から一般就労への移行者数＞

＜国の指針における目標設定 （イ）就労移行支援事業の利用者数＞

 
 
 
 
 
 
 

＜国の指針における目標設定 （ウ）就労移行支援事業所ごとの就労移行率＞

（例）

平成 年度末時点の
就労移行支援事業

利用者数

平成 年度末
（平成 年 月時点）

平成 年度末時点の
就労移行支援事業

利用者数

割
以
上
増
加

平成 年度末
（平成 年 月時点）

一般就労への就労移行率が３割以上の事業所

（事業所 ）

平成 年度末（平成 年 月時点）就労移行支援事業所全体

（事業所 ）

割以上（半分以上）

（事業所 ） （事業所 ） （事業所 ） （事業所 ） （事業所 ）

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

平成 年度末

平成 年度の 年間の
一般就労への移行者数

倍
以
上

平成 年度末
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② 江戸川区の目標設定

（ア）福祉施設から一般就労への移行者数

福祉施設から一般就労への移行者数は、平成 年度から平成 年度までは、

平均 人程度で推移していましたが、平成 年度から平成 年度にかけては、

平均 人となっています。これは、平成 年 月実施の法定雇用率の引き上げ

などに起因して、企業等における障害者雇用が促進されたことによるものと考え

られます。

ＣＳＲ（企業の社会的責任）への関心の高まりや平成 年 月に予定されて

いる障害者雇用促進法の改正法の施行（注）などを鑑みると、一般就労への移行者

数は増加傾向で推移するものと思われます。

国の指針を踏まえ、上記の状況を勘案して、以下のように目標値を設定します。

（注）平成 年改正では、精神障害者が法定雇用率の算定基礎に追加されます。

（イ）就労移行支援事業の利用者数

就労移行支援事業の利用者数は、毎年利用者が増加しており、今後は、精神障

害者を中心に利用者の増加が見込まれます。

国の指針を踏まえ、平成 年度までの見込量を勘案して、以下のように目標

値を設定します。

  

項 目 数 値

（基準値）平成 年度の福祉施設から一般就労への移行者数 人

【目標値】

平成 年度末時点の福祉施設から一般就労への移行者数

（平成 年度の 年間で、福祉施設から一般就労へ移行する者の数）

人

項 目 数 値

（基準値）平成 年度末時点の就労支援事業の利用者数 人

【目標値】

平成 年度末時点の就労移行支援事業の利用者数
人
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② 江戸川区の目標設定

（ア）福祉施設から一般就労への移行者数

福祉施設から一般就労への移行者数は、平成 年度から平成 年度までは、

平均 人程度で推移していましたが、平成 年度から平成 年度にかけては、

平均 人となっています。これは、平成 年 月実施の法定雇用率の引き上げ

などに起因して、企業等における障害者雇用が促進されたことによるものと考え

られます。

ＣＳＲ（企業の社会的責任）への関心の高まりや平成 年 月に予定されて

いる障害者雇用促進法の改正法の施行（注）などを鑑みると、一般就労への移行者

数は増加傾向で推移するものと思われます。

国の指針を踏まえ、上記の状況を勘案して、以下のように目標値を設定します。

（注）平成 年改正では、精神障害者が法定雇用率の算定基礎に追加されます。

（イ）就労移行支援事業の利用者数

就労移行支援事業の利用者数は、毎年利用者が増加しており、今後は、精神障

害者を中心に利用者の増加が見込まれます。

国の指針を踏まえ、平成 年度までの見込量を勘案して、以下のように目標

値を設定します。

  

項 目 数 値

（基準値）平成 年度の福祉施設から一般就労への移行者数 人

【目標値】

平成 年度末時点の福祉施設から一般就労への移行者数

（平成 年度の 年間で、福祉施設から一般就労へ移行する者の数）

人

項 目 数 値

（基準値）平成 年度末時点の就労支援事業の利用者数 人

【目標値】

平成 年度末時点の就労移行支援事業の利用者数
人

参考 「就労移行支援事業」

就労支援移行事業とは、 歳未満で一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、

就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う事業です。

また、利用者の求職活動や職場に定着するための連絡・相談等の支援を行います。

参考 「入院中の精神障害者の地域生活への移行について」

国の指針に示されている成果目標のうち、「入院中の精神障害者の地域生活への移行」に

ついては、都道府県にて定めることとされています。目標値は東京都にて設定しますが、

本計画では、今後の推計等を踏まえて、各サービスの見込量を設定しています。

区では、東京都との連携や各種サービスの充実などにより、引き続き、入院中の精神障

害者の地域移行の促進に努めていきます。

＜国の指針における目標＞

・平成 年度における入院後 ヵ月時点の退院率を 以上

・平成 年度における入院後 年時点の退院率を 以上

・平成 年 月末時点の長期在院者数を平成 年 月末時点から 以上削減

（ウ）就労移行支援事業所ごとの就労移行率

平成 年度末時点の就労移行支援事業所 事業所のうち、 事業所において、

就労移行率が 割以上となっています。

国の指針を踏まえ、各事業所の状況、成果目標 「（ア）福祉施設から一般就労

への移行者数」及び「（イ）就労移行支援事業の利用者数」を勘案して、目標値

を以下のように設定します。

 
 
 
 

就労移行支援事業所

【利用者】

歳未満で、一般就労

を希望する人

（一般就労の種類）

・一般企業等への就職

・在宅での就労

・起業

一般就労

【就職後の支援】

・就職後の職場訪問
・就職者からの相談 等

就業採用

【訓練の提供】
就職に必要な知識・技能
についての訓練を実施

（訓練の例）
・パソコン実習
・オフィスマナー研修
・面接練習 等

項 目 数 値

【目標値】

平成 年度末時点の就労移行支援事業所のうち、

就労移行率が 割以上の事業所の割合

割以上

＜事業のイメージ＞
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（４）成果目標 「地域生活支援拠点等の整備」

① 国の指針における目標

国の指針では、平成 年度末までに、障害者（児）の地域での生活を支援する

拠点（以下、「地域生活支援拠点等」という。）を少なくとも つ整備することを基

本とするとしています。

地域生活支援拠点等に求められる機能は、以下のとおりです。

また、整備方法については、以下のように定めており、地域の実情に応じて検討

することとしています。

② 江戸川区の目標設定

今後、地域生活支援拠点等の機能や整備方法等について、国や東京都の動向を注

視しながら、既存資源の活用方法や区の財政状況等も踏まえ、総合的に検討を進め

ていく必要があります。

国の指針を踏まえ、目標値を以下のように設定します。

求められる機能 主な内容

相談 地域移行、親元からの自立等

体験の機会・場 一人暮らし、グループホーム等

緊急時の受入れ・対応 ショートステイの利便性・対応力の向上等

専門性 人材の確保・養成、連携等

地域の体制づくり サービス拠点、コーディネーターの配置等

項 目 数 値

【目標値】

平成 年度末時点の地域生活支援拠点等の整備数
箇所

地域生活支援拠点等の整備

面的体制の整備（機能分担型）

地域生活支援拠点の整備（拠点整備型）

グループホームまたは障害者支援施設に上記の機能を付加し、機能を

拠点に集約した「地域生活支援拠点」を整備する

地域における複数の機関が、上記の機能を分担する体制（面的な体制）

を整備する
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（４）成果目標 「地域生活支援拠点等の整備」

① 国の指針における目標

国の指針では、平成 年度末までに、障害者（児）の地域での生活を支援する

拠点（以下、「地域生活支援拠点等」という。）を少なくとも つ整備することを基

本とするとしています。

地域生活支援拠点等に求められる機能は、以下のとおりです。

また、整備方法については、以下のように定めており、地域の実情に応じて検討

することとしています。

② 江戸川区の目標設定

今後、地域生活支援拠点等の機能や整備方法等について、国や東京都の動向を注

視しながら、既存資源の活用方法や区の財政状況等も踏まえ、総合的に検討を進め

ていく必要があります。

国の指針を踏まえ、目標値を以下のように設定します。

求められる機能 主な内容

相談 地域移行、親元からの自立等

体験の機会・場 一人暮らし、グループホーム等

緊急時の受入れ・対応 ショートステイの利便性・対応力の向上等

専門性 人材の確保・養成、連携等

地域の体制づくり サービス拠点、コーディネーターの配置等

項 目 数 値

【目標値】

平成 年度末時点の地域生活支援拠点等の整備数
箇所

地域生活支援拠点等の整備

面的体制の整備（機能分担型）

地域生活支援拠点の整備（拠点整備型）

グループホームまたは障害者支援施設に上記の機能を付加し、機能を

拠点に集約した「地域生活支援拠点」を整備する

地域における複数の機関が、上記の機能を分担する体制（面的な体制）

を整備する

３ 障害福祉サービス等の見込量とその確保について

（１）見込量の設定について

本計画では、平成 年度から平成 年度までの各年度における障害福祉サービス、

相談支援、障害児相談支援及び障害児通所支援について、その種類ごとに必要な量を

見込み、適切な実施を図ります。

今後必要なサービス量については、国の指針や東京都の考え方を踏まえ、平成

年度から平成 年度（第 期計画期間）のサービス利用実績に基づき、障害者手帳

所持者数の推移、地域のサービス事業者の今後の取り組み方針などを勘案しながら、

見込量を設定（注）しています。

（注）見込量及び実績値は、年度末の 月分（平成 年度の実績値は、 月分）の数値です。

なお、相談支援については、見込量・実績値ともに、 月当たりの平均値です。

＜見込量の設定について イメージ＞

 

見込量の設定項目

・サービスの利用実績（平成 年度～ 年度）

・平均的な 人当たり利用量

・人口、障害者手帳所持者数、障害支援区分認定者数等の推移

・区の窓口が把握している状況、ニーズ

・地域のサービス事業者の事業者数や今後の取り組み方針

訪問系サービス

・居宅介護

・重度訪問介護

・行動援護

・重度障害者等包括支援

・同行援護

居住系サービス

・共同生活援助（グループホーム）

・施設入所支援

障害児通所支援

・児童発達支援

・医療型児童発達支援

・放課後等デイサービス

・保育所等訪問支援

相談支援

・計画相談支援

・地域相談支援（地域移行支援）

・地域相談支援（地域定着支援）

・障害児相談支援

主な勘案事項

勘案

日中活動系サービス

・生活介護

・自立訓練（機能訓練）

・自立訓練（生活訓練）

・就労移行支援

・就労継続支援Ａ型

・就労継続支援Ｂ型

・療養介護

・短期入所（福祉型・医療型）

国
の
指
針

東
京
都
の
考
え
方
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（２）訪問系サービス 

 

自宅での食事や入浴等の介護、家事援助、外出時の支援等を行う訪問系サービスの

うち、「同行援護」は、実績が増加傾向で推移しています。また、「居宅介護」は、実

績が減少傾向で推移しています。「重度訪問介護」、「行動援護」は、平成 年度を境

に、実績が増加傾向から減少傾向に転じています。

なお、「重度障害者等包括支援」は、平成 年度から平成 年 月までの間、利

用実績はありませんでした。 
 

施設や病院から地域生活への移行を推進していく上で、今後、訪問系サービスの果

たす役割は、ますます大きくなることが予想されます。 
障害のある人が、住み慣れた地域で日常生活を安心して送れるよう、民間事業者等

と連携してサービス提供基盤の整備を推進し、訪問系サービス体制の充実を図ること

により、必要なサービス量の確保に努めます。また、事業者が適正なサービスを提供

できるよう、情報提供等の支援を引き続き行っていきます。 

＜訪問系サービス体制の充実 取り組みイメージ＞

訪問系サービスの種類

① 居宅介護

② 重度訪問介護

③ 行動援護

④ 重度障害者等包括支援

⑤ 同行援護

第 期の状況

見込量確保のための方策等

区

事業者

（区を含む）
人材の質・量の両面の確保

サービス基盤の整備推進

適正なサービス提供

民間事業者等との連携を図る

情報提供等の事業者支援

必要な担い手の養成に努める

訪問系サービス体制の充実

地域における生活の維持・継続
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（２）訪問系サービス 

 

自宅での食事や入浴等の介護、家事援助、外出時の支援等を行う訪問系サービスの

うち、「同行援護」は、実績が増加傾向で推移しています。また、「居宅介護」は、実

績が減少傾向で推移しています。「重度訪問介護」、「行動援護」は、平成 年度を境

に、実績が増加傾向から減少傾向に転じています。

なお、「重度障害者等包括支援」は、平成 年度から平成 年 月までの間、利

用実績はありませんでした。 
 

施設や病院から地域生活への移行を推進していく上で、今後、訪問系サービスの果

たす役割は、ますます大きくなることが予想されます。 
障害のある人が、住み慣れた地域で日常生活を安心して送れるよう、民間事業者等

と連携してサービス提供基盤の整備を推進し、訪問系サービス体制の充実を図ること

により、必要なサービス量の確保に努めます。また、事業者が適正なサービスを提供

できるよう、情報提供等の支援を引き続き行っていきます。 

＜訪問系サービス体制の充実 取り組みイメージ＞

訪問系サービスの種類

① 居宅介護

② 重度訪問介護

③ 行動援護

④ 重度障害者等包括支援

⑤ 同行援護

第 期の状況

見込量確保のための方策等

区

事業者

（区を含む）
人材の質・量の両面の確保

サービス基盤の整備推進

適正なサービス提供

民間事業者等との連携を図る

情報提供等の事業者支援

必要な担い手の養成に努める

訪問系サービス体制の充実

地域における生活の維持・継続

① 居宅介護

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う「身体介護」と掃除、洗濯、買い物

等の援助を行う「家事援助」などがあります。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

 
② 重度訪問介護

重度の肢体不自由または重度の知的障害もしくは精神障害により、日常生活全般

に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移

動支援などを総合的に行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

各サービスの見込量
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③ 行動援護

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要

な支援や外出支援を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

④ 重度障害者等包括支援

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
－ － －

－ － －

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人
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③ 行動援護

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要

な支援や外出支援を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

④ 重度障害者等包括支援

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
－ － －

－ － －

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

⑤ 同行援護

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に対し、外出時に同行し、移動に

必要な情報の提供、移動の援護などの支援を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実 績
時間分 時間分 時間分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

 

月当たりの数値 ［ 時間分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

時間分 時間分 時間分

人 人 人

37



（３）日中活動系サービス 

 
 
入所施設や通所施設等で、主に昼間に訓練や介護等を行う日中活動系サービスのう

ち、「生活介護」、「自立訓練（機能訓練）」、「就労移行支援」、「就労継続支援Ａ型・Ｂ

型」、「短期入所（医療型）」は、実績が増加傾向で推移しています。

また、「自立訓練（生活訓練）」、「療養介護」、「短期入所（福祉型）」は、平成 年

度を境に、実績が減少傾向に転じています。

なお、「自立訓練（生活訓練）」、「就労継続支援Ａ型」は、各年度とも実績が見込量

を上回っています。

 
 
区内には、区立、民間の通所施設があり、障害のある人の身近な地域における日中

活動の場としての機能を果たしています。 
引き続き、サービス提供事業者との連携・調整により、必要なサービス量の確保に

努めるとともに、障害のある人が必要とする日中活動系サービスの充実を図ります。 
また、中・重度の知的障害者が今後も増加傾向にあることを踏まえ、生活介護施設

の基盤整備に取り組んでいきます。 

＜日中活動系サービスの充実に向けて 取り組みイメージ＞

日中活動系サービスの種類

① 生活介護

② 自立訓練（機能訓練）

③ 自立訓練（生活訓練）

④ 就労移行支援

⑤ 就労継続支援Ａ型

⑥ 就労継続支援Ｂ型

⑦ 療養介護

⑧ 短期入所（福祉型・医療型）

第 期の状況

見込量確保のための方策等

必要なサービス量の確保

生活介護施設の基盤整備

サービス提供事業者との連携・調整

日中活動系サービスの充実

身近な地域における日中活動の場の確保

民間事業者の事業所開設への支援
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（３）日中活動系サービス 

 
 
入所施設や通所施設等で、主に昼間に訓練や介護等を行う日中活動系サービスのう

ち、「生活介護」、「自立訓練（機能訓練）」、「就労移行支援」、「就労継続支援Ａ型・Ｂ

型」、「短期入所（医療型）」は、実績が増加傾向で推移しています。

また、「自立訓練（生活訓練）」、「療養介護」、「短期入所（福祉型）」は、平成 年

度を境に、実績が減少傾向に転じています。

なお、「自立訓練（生活訓練）」、「就労継続支援Ａ型」は、各年度とも実績が見込量

を上回っています。

 
 
区内には、区立、民間の通所施設があり、障害のある人の身近な地域における日中

活動の場としての機能を果たしています。 
引き続き、サービス提供事業者との連携・調整により、必要なサービス量の確保に

努めるとともに、障害のある人が必要とする日中活動系サービスの充実を図ります。 
また、中・重度の知的障害者が今後も増加傾向にあることを踏まえ、生活介護施設

の基盤整備に取り組んでいきます。 

＜日中活動系サービスの充実に向けて 取り組みイメージ＞

日中活動系サービスの種類

① 生活介護

② 自立訓練（機能訓練）

③ 自立訓練（生活訓練）

④ 就労移行支援

⑤ 就労継続支援Ａ型

⑥ 就労継続支援Ｂ型

⑦ 療養介護

⑧ 短期入所（福祉型・医療型）

第 期の状況

見込量確保のための方策等

必要なサービス量の確保

生活介護施設の基盤整備

サービス提供事業者との連携・調整

日中活動系サービスの充実

身近な地域における日中活動の場の確保

民間事業者の事業所開設への支援

① 生活介護

日常生活全般に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行

うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

 
② 自立訓練（機能訓練）

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の向上のた

めに必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

各サービスの見込量
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③ 自立訓練（生活訓練）

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

④ 就労移行支援

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向

上のために必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人
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③ 自立訓練（生活訓練）

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

④ 就労移行支援

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向

上のために必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

⑤ 就労継続支援Ａ型（雇用型）

利用者と事業所が雇用契約を結び、就労の機会の提供を受け、生産活動その他の

活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

⑥ 就労継続支援Ｂ型（非雇用型）

継続した就労の機会の提供を受け、職場内訓練、雇用への移行支援等のサービス

を行います。年齢が高く雇用が困難な障害者も対象となります。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人
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⑦ 療養介護

医療的ケアと常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人
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⑦ 療養介護

医療的ケアと常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

⑧ 短期入所

自宅で介護する人が、病気の場合などに、施設で短期間、夜間も含め入浴、排せ

つ、食事の介護を行います。短期入所は、福祉型（障害者支援施設等において実施）

と医療型（病院、診療所、介護老人保健施設において実施）の つがあります。

（注）国の指針により、見込量は、福祉型と医療型に分けて設定することとされています。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量（注）
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（内訳）福祉型
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（内訳）医療型
人日分 人日分 人日分

人 人 人

実績／見込量
％ ％ ％

％ ％ ％

（注）第 期計画では、策定時の国の指針に基づき、福祉型と医療型を分けずに、短期入所全体

の見込量を設定しています。

月当たりの数値（注） ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

【福祉型】

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

【医療型】

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

参考 「江戸川区の障害者優先調達について」

平成 年 月の障害者優先調達法施行により、地方公共団体は、障害者就労施設等の

受注の機会を確保するために、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を

図り、毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達方針を作成し、実績を公表することと

されています。（平成 年度の区の調達実績は、 円）

区では、「江戸川区の障害者就労施設等からの物品等の調達方針」を策定し、方針に基づ

き、障害者就労施設等が受注可能な物品等について、調達の推進に努めていきます。
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（４）居住系サービス 

 
 
夜間や休日に、入所施設やグループホームで介護等を行う居住系サービスのうち、

「共同生活援助（グループホーム）」は、実績が増加傾向で推移しており、各年度と

も見込量を上回っています。

また、「施設入所支援」は、平成 年度を境に、実績が減少傾向から増加傾向に転

じており、平成 年 月時点では、実績が見込量を上回っています。

 

地域生活への移行や障害のある人やその家族の高齢化に伴う「親亡き後」の課題に

対応するためには、地域における居住の場を拡大し、適切に確保する必要があります。

このため、共同生活援助（グループホーム）の充実を図ります。民間事業者への情

報提供や整備に関する相談、区内への誘致などを通じて、グループホーム設置を促進

し、居住の場の確保に努めます。

施設入所支援については、グループホーム等での対応が困難な人などの施設入所が

真に必要とされる人が、必要なサービスを受けることができるよう、サービス量の確

保に努めます。

＜グループホームの充実 取り組みイメージ＞

居住系サービスの種類

① 共同生活援助（グループホーム）

② 施設入所支援

第 期の状況

見込量確保のための方策等

（注）障害者総合支援法にて創設された一人暮らしに近い利用形態。

共同生活援助（グループホーム）の充実

民間事業者の誘致・支援

サテライト型住居（注）の創設

グループホームの設置推進

一人暮らし等の多様なニーズへの対応

■福祉施設から地域生活への移行推進

■「親亡き後」の課題への対応

⇒民間事業者への情報提供・整備に

関する相談対応、区内への誘致
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（４）居住系サービス 

 
 
夜間や休日に、入所施設やグループホームで介護等を行う居住系サービスのうち、

「共同生活援助（グループホーム）」は、実績が増加傾向で推移しており、各年度と

も見込量を上回っています。

また、「施設入所支援」は、平成 年度を境に、実績が減少傾向から増加傾向に転

じており、平成 年 月時点では、実績が見込量を上回っています。

 

地域生活への移行や障害のある人やその家族の高齢化に伴う「親亡き後」の課題に

対応するためには、地域における居住の場を拡大し、適切に確保する必要があります。

このため、共同生活援助（グループホーム）の充実を図ります。民間事業者への情

報提供や整備に関する相談、区内への誘致などを通じて、グループホーム設置を促進

し、居住の場の確保に努めます。

施設入所支援については、グループホーム等での対応が困難な人などの施設入所が

真に必要とされる人が、必要なサービスを受けることができるよう、サービス量の確

保に努めます。

＜グループホームの充実 取り組みイメージ＞

居住系サービスの種類

① 共同生活援助（グループホーム）

② 施設入所支援

第 期の状況

見込量確保のための方策等

（注）障害者総合支援法にて創設された一人暮らしに近い利用形態。

共同生活援助（グループホーム）の充実

民間事業者の誘致・支援

サテライト型住居（注）の創設

グループホームの設置推進

一人暮らし等の多様なニーズへの対応

■福祉施設から地域生活への移行推進

■「親亡き後」の課題への対応

⇒民間事業者への情報提供・整備に

関する相談対応、区内への誘致

① 共同生活援助（グループホーム）

共同生活を行う住居で、夜間や休日に、相談や入浴、排せつ、食事の介護等の日

常生活上の援助を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量 人 人 人

実 績 人 人 人

実績／見込量 ％ ％ ％

（注）共同生活介護（ケアホーム）は、共同生活援助（グループホーム）に統合されました。

見込量・実績ともに、共同生活援助と共同生活介護の合計値となります。

② 施設入所支援

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

＜第 期実績＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量 人 人 人

実 績 人 人 人

実績／見込量 ％ ％ ％

 

月当たりの数値 ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

各サービスの見込量
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（５）相談支援 

 
 
サービス等利用計画・障害児支援利用計画についての相談及び作成、地域生活への

移行や生活の継続に関する支援等を行う相談支援のうち、「計画相談支援」、「地域相

談支援（地域定着支援）」、「障害児相談支援」は、実績が増加傾向で推移しています。

「地域相談支援（地域移行支援）」は、実績が減少傾向で推移しています。

 

障害のある人の地域での生活を支え、抱える課題の解決や適切なサービス利用を促

進するには、ケアマネジメントによる継続した支援を行うための相談支援体制を整え

ることが必要です。

「計画相談支援」、「障害児相談支援」については、サービス等利用計画・障害児支

援利用計画の作成が必要となる人が、適切に相談支援事業所を利用できるよう、体制

の充実に努めます。

また、「地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）」については、施設や病院か

ら地域生活へ移行し、安心して生活を継続するために必要な相談支援を受けることが

できるよう、体制の充実を図り、グループホーム等の居住の場の確保に関する取り組

みとともに、地域生活への移行・定着を推進します。

＜相談支援体制の充実 取り組みイメージ＞

相談支援の種類

① 計画相談支援

② 地域相談支援（地域移行支援）

③ 地域相談支援（地域定着支援）

④ 障害児相談支援

第 期の状況

見込量確保のための方策等

⇒実績・スキルの高い事業者に対する開設の

働きかけ

相談支援事業者に対する支援充実

⇒事業者連絡会や研修会等の実施

・情報や課題の共有

・相談支援事業所間のネットワークづくり

【相談支援体制の充実】

■計画相談

・指定特定相談支援事業所

■障害児相談支援

・障害児相談支援事業所

■地域相談支援

（地域移行支援・地域定着支援）

・指定一般相談支援事業所

相談支援事業者の確保の取り組み
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（５）相談支援 

 
 
サービス等利用計画・障害児支援利用計画についての相談及び作成、地域生活への

移行や生活の継続に関する支援等を行う相談支援のうち、「計画相談支援」、「地域相

談支援（地域定着支援）」、「障害児相談支援」は、実績が増加傾向で推移しています。

「地域相談支援（地域移行支援）」は、実績が減少傾向で推移しています。

 

障害のある人の地域での生活を支え、抱える課題の解決や適切なサービス利用を促

進するには、ケアマネジメントによる継続した支援を行うための相談支援体制を整え

ることが必要です。

「計画相談支援」、「障害児相談支援」については、サービス等利用計画・障害児支

援利用計画の作成が必要となる人が、適切に相談支援事業所を利用できるよう、体制

の充実に努めます。

また、「地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）」については、施設や病院か

ら地域生活へ移行し、安心して生活を継続するために必要な相談支援を受けることが

できるよう、体制の充実を図り、グループホーム等の居住の場の確保に関する取り組

みとともに、地域生活への移行・定着を推進します。

＜相談支援体制の充実 取り組みイメージ＞

相談支援の種類

① 計画相談支援

② 地域相談支援（地域移行支援）

③ 地域相談支援（地域定着支援）

④ 障害児相談支援

第 期の状況

見込量確保のための方策等

⇒実績・スキルの高い事業者に対する開設の

働きかけ

相談支援事業者に対する支援充実

⇒事業者連絡会や研修会等の実施

・情報や課題の共有

・相談支援事業所間のネットワークづくり

【相談支援体制の充実】

■計画相談

・指定特定相談支援事業所

■障害児相談支援

・障害児相談支援事業所

■地域相談支援

（地域移行支援・地域定着支援）

・指定一般相談支援事業所

相談支援事業者の確保の取り組み

① 計画相談支援

障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、利用者の依頼を受けた指

定特定相談支援事業者が、サービス提供事業者等と連絡・調整を行い、サービス等

利用計画を作成します。さらに、一定期間ごとにモニタリングを実施し、必要に応

じて、サービス等利用計画の見直し、変更等を行います。

＜第 期実績＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

見込量 人 人 人

実 績 人 人 人

実績／見込量 ％ ％ ％

② 地域相談支援（地域移行支援）

障害者支援施設等の入所者または精神科病院に入院している精神障害のある人

が、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談を行

います。

＜第 期実績＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度（注） 平成 年度 平成 年度

見込量 － 人 人

実 績 － 人 人

実績／見込量 － ％ ％

（注）平成 年度は、地域生活支援事業 精神障害者居住支援事業等 で実施。

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

各サービスの見込量
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③ 地域相談支援（地域定着支援）

施設からの退所、病院からの退院、家族との同居からひとり暮らしに移行した人

など地域生活が不安定な人に対し、連絡体制を常時確保し、障害の特性に起因して

生じた緊急の事態等に相談、緊急訪問、緊急対応などの便宜を供与します。

＜第 期実績＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度（注） 平成 年度 平成 年度

見込量 － 人 人

実 績 － 人 人

実績／見込量 － ％ ％

（注）平成 年度は、地域生活支援事業 精神障害者居住支援事業等 で実施。

④ 障害児相談支援

障害児が、障害児通所支援のサービスを適切に利用することができるよう、利用

者の依頼を受けた障害児相談支援事業者が、サービス提供事業者等と連絡・調整を

行い、障害児支援利用計画を作成します。さらに、一定期間ごとにモニタリングを

実施し、必要に応じて、障害児支援利用計画の見直し、変更等を行います。

＜第 期実績（注 ）＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績 人（注 ） 人 人

（注 ）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

（注 ）平成 年度の実績は、年間で 人となっています。

 

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人
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③ 地域相談支援（地域定着支援）

施設からの退所、病院からの退院、家族との同居からひとり暮らしに移行した人

など地域生活が不安定な人に対し、連絡体制を常時確保し、障害の特性に起因して

生じた緊急の事態等に相談、緊急訪問、緊急対応などの便宜を供与します。

＜第 期実績＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度（注） 平成 年度 平成 年度

見込量 － 人 人

実 績 － 人 人

実績／見込量 － ％ ％

（注）平成 年度は、地域生活支援事業 精神障害者居住支援事業等 で実施。

④ 障害児相談支援

障害児が、障害児通所支援のサービスを適切に利用することができるよう、利用

者の依頼を受けた障害児相談支援事業者が、サービス提供事業者等と連絡・調整を

行い、障害児支援利用計画を作成します。さらに、一定期間ごとにモニタリングを

実施し、必要に応じて、障害児支援利用計画の見直し、変更等を行います。

＜第 期実績（注 ）＞（ 月当たりの平均値）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績 人（注 ） 人 人

（注 ）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

（注 ）平成 年度の実績は、年間で 人となっています。

 

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

月当たりの数値（ 月当たりの平均値） ［ 人＝利用者数 ］

第 期 見込量
平成 年度 平成 年度 平成 年度

人 人 人

（６）障害児通所支援  

 
 

集団生活への適応訓練等を行う障害児通所支援のうち、「児童発達支援」、「放課後

等デイサービス」は、実績が増加傾向で推移しています。特に、「放課後等デイサー

ビス」は、大幅に増加しています。

また、「医療型児童発達支援」は減少傾向、「保育所等訪問支援」はほぼ横ばいで実

績が推移しています。

 

障害を持つ子ども達が、地域で家族とともに健やかに成長するためには、障害児及

びその家族に対して、乳幼児期から一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体

制の構築が必要です。

ライフステージに応じた切れ目の無い支援を提供できるよう、関係機関の連携・協

力体制の強化により、障害児支援体制の基盤整備を図るとともに、民間活力の活用等

により、必要なサービス量の確保に努めます。

＜障害児支援体制の基盤整備における連携・協力体制 イメージ＞

障害児通所支援の種類

① 児童発達支援

② 医療型児童発達支援

③ 放課後等デイサービス

④ 保育所等訪問支援

■乳幼児健診・経過観察等の充実による早期発見

■保護者に対する早期支援の実施（気づきの段階からの支援）

■多様な保育サービスや療育の場の充実

子育て

母子保健

■早期治療の実施

■医療的ケアが必要な重度の障害児に対する支援の強化
医療

■就学相談の充実

■特別支援教育の推進

■特別支援学校との連携推進

教育

■障害福祉サービス等の充実と必要量の確保のための連携推進

■相談支援体制の充実

■障害児虐待の早期発見・早期対応

福祉

関
係
機
関
の
連
携
・
協
力
体
制
強
化

（主な取り組み）（主な分野）

第 期の状況

見込量確保のための方策等
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① 児童発達支援

未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓

練等を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

② 医療型児童発達支援

未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓

練及び治療を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

各サービスの見込量
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① 児童発達支援

未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓

練等を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

② 医療型児童発達支援

未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓

練及び治療を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

各サービスの見込量
③ 放課後等デイサービス

就学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向

上のための訓練等を継続的に行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

④ 保育所等訪問支援

保育所等を利用中の障害児、今後利用する予定の障害児に、訪問支援員が保育所

等を訪問し、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を行います。

＜第 期実績（注）＞

平成 年度 平成 年度 平成 年度

実 績
人日分 人日分 人日分

人 人 人

（注）本計画からの新規設定項目であるため、第 期計画では見込量の設定はありません。

 

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人

月当たりの数値 ［ 人日分＝サービス量 人＝利用者数 ］

第 期 見込量

平成 年度 平成 年度 平成 年度

人日分 人日分 人日分

人 人 人
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第４章 地域生活支援事業

１ 地域生活支援事業について

地域生活支援事業とは、障害のある人が、自立した日常生活または社会生活を営む

ことができるよう、区が地域の特性や利用者の状況に応じて、柔軟に実施する事業で

す。  
法定必須事業と任意事業で構成されており、障害のある人の福祉の増進を図るとと

もに、障害の有無にかかわらず、区民が相互に人格と個性を尊重し、安心して暮らす

ことのできる地域社会の実現に向け支援を行います。 
本計画では、平成 年度から平成 年度までの各年度における地域生活支援事業

について、平成 年度から平成 年度（第 期計画期間）のサービス利用実績等を

勘案して、その種類ごとに必要な量を見込みます。（注）

（注）見込量及び実績値は、年度末の 月分（平成 年度実績値は、年度末見込）の数値です。 
 
＜地域生活支援事業の構成＞

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域生活支援事業

任意事業法定必須事業（ 事業）

①相談支援事業

②成年後見制度利用支援事業

③成年後見制度法人後見支援事業

④意思疎通支援事業

⑤手話奉仕員養成研修事業

⑥日常生活用具給付に関する事業

⑦移動支援に関する事業

⑧地域活動支援センターに関する事業

⑨理解促進研修・啓発事業

⑩自発的活動支援事業

障害者総合支援法で定められている事業 ・東京都の基準にて実施する福祉サービス

・区が独自で基準を定めて実施する福祉

サービス

在宅支援サービス等事業（ 事業）

社会参加促進事業（ 事業）

団体等への補助事業（ 事業）

給付・助成サービス事業（ 事業）

精神障害者社会復帰支援事業（ 事業）

リハビリ事業（ 事業）
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第４章 地域生活支援事業

１ 地域生活支援事業について

地域生活支援事業とは、障害のある人が、自立した日常生活または社会生活を営む

ことができるよう、区が地域の特性や利用者の状況に応じて、柔軟に実施する事業で

す。  
法定必須事業と任意事業で構成されており、障害のある人の福祉の増進を図るとと

もに、障害の有無にかかわらず、区民が相互に人格と個性を尊重し、安心して暮らす

ことのできる地域社会の実現に向け支援を行います。 
本計画では、平成 年度から平成 年度までの各年度における地域生活支援事業

について、平成 年度から平成 年度（第 期計画期間）のサービス利用実績等を

勘案して、その種類ごとに必要な量を見込みます。（注）

（注）見込量及び実績値は、年度末の 月分（平成 年度実績値は、年度末見込）の数値です。 
 
＜地域生活支援事業の構成＞

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域生活支援事業

任意事業法定必須事業（ 事業）

①相談支援事業

②成年後見制度利用支援事業

③成年後見制度法人後見支援事業

④意思疎通支援事業

⑤手話奉仕員養成研修事業

⑥日常生活用具給付に関する事業

⑦移動支援に関する事業

⑧地域活動支援センターに関する事業

⑨理解促進研修・啓発事業

⑩自発的活動支援事業

障害者総合支援法で定められている事業 ・東京都の基準にて実施する福祉サービス

・区が独自で基準を定めて実施する福祉

サービス

在宅支援サービス等事業（ 事業）

社会参加促進事業（ 事業）

団体等への補助事業（ 事業）

給付・助成サービス事業（ 事業）

精神障害者社会復帰支援事業（ 事業）

リハビリ事業（ 事業）

２ 江戸川区の地域生活支援事業計画及び見込量

（１）法定必須事業（ 事業） 

① 相談支援事業

ア 障害者相談支援事業

障害者及び障害児の保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供、助言、虐待防

止等の権利擁護のために必要な援助、及び障害福祉サービスの利用支援等を行いま

す。また、相談支援事業を適切に実施するにあたり、地域自立支援協議会を活用し、

関係機関等のネットワークの構築及び情報共有の推進を図ります。

さらに、「発達障害相談センター」を平成 年度に開設し、発達障害者（児）の

ライフステージにおける一貫した支援を推進するため、専門的かつ継続的に相談に

応じます。

【障害者相談支援事業】

【相談業務を行う窓口】

（注）知的障害を伴わない発達障害（またはその疑い）のある方。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施箇所数

障害者福祉課
（身体障害・知的障害）

葛西健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

発達障害相談センター
（発達障害（注））

鹿骨健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

障害者就労支援センター
（身体障害・知的障害・精神障害）

小松川健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

障害者支援ハウス
（身体障害・知的障害）

なぎさ健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

中央健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

地域活動・相談支援センターかさい
（身体障害・知的障害・精神障害）

小岩健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

地域活動支援センターえどがわ
（精神障害）

東部健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）

地域活動支援センターはるえ野
（精神障害）

清新町健康サポートセンター
（身体障害・精神障害）
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イ 精神障害者居住支援事業

賃貸契約による一般住宅への入居を希望している障害者に対して、入居に必要な

調整等に係る支援（注）をします。また、入居後も緊急に対応が必要な場合の関係機

関との連絡調整、相談支援等を行います。

（注）施設等からの一般住宅への入居については、平成 年度より地域相談支援にて実施。

② 成年後見制度利用支援事業

現在、社会福祉協議会が実施している知的障害者または精神障害者に対する成年

後見制度の充実を図ります。

③ 成年後見制度法人後見支援事業

法人後見の実施団体に対する研修の実施等により、成年後見制度における法人後

見活動を支援します。

計画策定時点では、実績・見込みはありませんが、今後、要請に応じて、法人後

見を実施している社会福祉協議会が中心となって、支援を実施します。

（注）平成 年度からの事業。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

申立件数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

支援法人数 －
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イ 精神障害者居住支援事業

賃貸契約による一般住宅への入居を希望している障害者に対して、入居に必要な

調整等に係る支援（注）をします。また、入居後も緊急に対応が必要な場合の関係機

関との連絡調整、相談支援等を行います。

（注）施設等からの一般住宅への入居については、平成 年度より地域相談支援にて実施。

② 成年後見制度利用支援事業

現在、社会福祉協議会が実施している知的障害者または精神障害者に対する成年

後見制度の充実を図ります。

③ 成年後見制度法人後見支援事業

法人後見の実施団体に対する研修の実施等により、成年後見制度における法人後

見活動を支援します。

計画策定時点では、実績・見込みはありませんが、今後、要請に応じて、法人後

見を実施している社会福祉協議会が中心となって、支援を実施します。

（注）平成 年度からの事業。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

申立件数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

支援法人数 －

④ 意思疎通支援事業

聴覚、言語機能、音声機能などの障害のため、意思疎通を図ることに支障がある

障害者に、手話通訳者等の派遣を行い、意思疎通の円滑化を図ります。

ア 手話通訳等意思疎通支援に関する事業

江戸川区登録手話通訳者に係る人材の質、量ともに充実に努め、手話通訳者派遣

と要約筆記者派遣ともに民間団体の活用により実施します。

○手話通訳者の派遣

聴覚・言語障害者が、通院、区役所の手続きなどの場面で、健聴者との意思疎通

を図り、情報を正確に提供するために手話通訳者を派遣します。

○手話通訳者の配置

区役所本庁舎での手続きや相談などで、手話通訳者の同行が必要となる場合のた

めに、手話通訳者を配置します。

○手話通訳者緊急派遣事業

聴覚障害者の方が救急車で医療機関に搬送された際に、要望により手話通訳者を

当該医療機関に派遣します。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数
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○要約筆記者の派遣

聴覚・言語障害者が、通院、区役所の手続きなどの場面で、健聴者との意思疎通

を図り、情報を正確に提供するために要約筆記者を派遣します。

⑤ 手話奉仕員養成研修事業

聴覚障害者等との交流活動の促進等の支援者として期待される日常会話程度の

手話表現技術を習得した手話奉仕員（手話ボランティア）の養成・研修を行います。

計画策定時点では、実績・見込みはありませんが、区では、当面、手話通訳者の

養成事業に注力することにより、手話による意思疎通の推進を図っていきます。

（注）平成 年度からの事業。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

修了者数 －

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施回数

修了者数

参考 「登録手話通訳者養成講座に関する事業」

手話通訳に必要な知識及び技術を習得した手話通訳者を養成するための講座を行いま

す。手話通訳者の養成事業は、障害者総合支援法では、都道府県の法定必須事業となって

いますが、区では、平成 年度から本事業を実施しています。
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○要約筆記者の派遣

聴覚・言語障害者が、通院、区役所の手続きなどの場面で、健聴者との意思疎通

を図り、情報を正確に提供するために要約筆記者を派遣します。

⑤ 手話奉仕員養成研修事業

聴覚障害者等との交流活動の促進等の支援者として期待される日常会話程度の

手話表現技術を習得した手話奉仕員（手話ボランティア）の養成・研修を行います。

計画策定時点では、実績・見込みはありませんが、区では、当面、手話通訳者の

養成事業に注力することにより、手話による意思疎通の推進を図っていきます。

（注）平成 年度からの事業。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

修了者数 －

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施回数

修了者数

参考 「登録手話通訳者養成講座に関する事業」

手話通訳に必要な知識及び技術を習得した手話通訳者を養成するための講座を行いま

す。手話通訳者の養成事業は、障害者総合支援法では、都道府県の法定必須事業となって

いますが、区では、平成 年度から本事業を実施しています。

⑥ 日常生活用具給付（設備改善を含む。）に関する事業

心身障害者（児）が日々の生活を円滑に送れるよう、必要なホームケア機器等を

給付し、生活の利便向上を図ります。

ア 介護・訓練支援用具（ 品目）

特殊寝台や特殊マットなどの障害者（児）の身体介護を支援する用具、障害児が

訓練に用いるいすなどで、利用者及び介助者が容易に使用でき、実用性のあるもの。

イ 自立生活支援用具（ 品目）

入浴補助用具や聴覚障害者用屋内信号装置などの障害者（児）の入浴、食事、移

動などの自立生活を支援する用具で、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。

ウ 在宅療養等支援用具（ 品目）

電気式たん吸引器や音声式体温計などの障害者（児）の在宅療養等を支援する用

具で、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。

エ 情報・意思疎通支援用具（ 品目）

点字器や人工喉頭などの障害者（児）の情報収集、情報伝達や意思疎通等を支援

する用具で、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数
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オ 排せつ管理支援用具（ 品目）

ストーマ用装具などの障害者（児）の排せつ管理を支援する衛生用品で、利用者

が容易に使用でき、実用性のあるもの。

カ 住宅改修費（居住生活動作補助用具）

障害者（児）の居宅生活動作等を円滑にする用具で、設置に小規模な住宅改修を

伴うもの。

⑦ 移動支援に関する事業

屋外での移動が困難な障害者（児）の外出を支援します。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

延べ時間数

利用者数
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オ 排せつ管理支援用具（ 品目）

ストーマ用装具などの障害者（児）の排せつ管理を支援する衛生用品で、利用者

が容易に使用でき、実用性のあるもの。

カ 住宅改修費（居住生活動作補助用具）

障害者（児）の居宅生活動作等を円滑にする用具で、設置に小規模な住宅改修を

伴うもの。

⑦ 移動支援に関する事業

屋外での移動が困難な障害者（児）の外出を支援します。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

延べ時間数

利用者数

⑧ 地域活動支援センターに関する事業

障害のある人が、地域の実情に応じて、創作的活動や生産活動をすることができ

るよう、地域活動支援センターの機能を充実し、社会との交流、地域生活支援の促

進を図ります。

ア 地域活動支援センターⅠ型

専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連

携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障害に対する理解促進を図るた

めの普及啓発等の事業とあわせて相談支援事業を行います。

イ 地域活動支援センターⅡ型

地域において雇用・就労が困難な在宅の障害者に対し、機能訓練、社会適応訓練、

入浴等のサービスを行います。

ウ 地域活動支援センターⅢ型

日中活動の場として、個人の目的やニーズに応じた社会参加及び社会復帰の支援

を行います。

⑨ 理解促進研修・啓発事業

区民の方に対して、障害者（児）の理解を深めるための研修や啓発（イベントや

講演会の開催、パンフレットの配布等）を行います。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

Ⅰ

型

箇所数

登録者数

Ⅱ

型

箇所数

登録者数

Ⅲ

型

箇所数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数
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⑩ 自発的活動支援事業

障害者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対して、支援を行います。

ア ピアサポート

障害者等やその家族がお互いの悩みを共有することや、情報交換のできる交流会

活動を支援します。

○家族交流会に関する事業

こころの病をもつ人の家族を対象に、悩みを話しあったり、病気、社会資源（福

祉制度、年金など）に関する知識などについて学ぶために実施します。 

 
○酒害家族教室に関する事業

飲酒に関するトラブルで悩みのある家族が集い、専門病院の医師やソーシャルワ

ーカー、保健師とともに「アルコール依存」について学ぶために実施します。 

 
○酒害本人ミーティングに関する事業

酒害相談を申し込んだ人を対象に、同じ悩みを持つ人同士が集い、病院のソーシ

ャルワーカーも交えて、禁酒のためのミーティングを実施します。 

 
 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数
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⑩ 自発的活動支援事業

障害者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対して、支援を行います。

ア ピアサポート

障害者等やその家族がお互いの悩みを共有することや、情報交換のできる交流会

活動を支援します。

○家族交流会に関する事業

こころの病をもつ人の家族を対象に、悩みを話しあったり、病気、社会資源（福

祉制度、年金など）に関する知識などについて学ぶために実施します。 

 
○酒害家族教室に関する事業

飲酒に関するトラブルで悩みのある家族が集い、専門病院の医師やソーシャルワ

ーカー、保健師とともに「アルコール依存」について学ぶために実施します。 

 
○酒害本人ミーティングに関する事業

酒害相談を申し込んだ人を対象に、同じ悩みを持つ人同士が集い、病院のソーシ

ャルワーカーも交えて、禁酒のためのミーティングを実施します。 

 
 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

○精神家族講演会に関する事業

統合失調症やうつ病等が疑われる人の家族を対象に、病気、本人への接し方、医

療・福祉制度などについて学ぶ場として開催します。 

（注）平成 年度までは、家族教室として実施。 

 
イ 障害者団体等の活動支援

障害者団体等が自発的に実施する講座・講演会、イベント等について、側面的な

支援（相談対応、周知のための広報等）を行います。

（注）障害者団体等の活動支援については、支援内容が多岐に渡り、数値化が困難であるため、

厚生労働省の参考様式に従い、実施の有無を記載しています。

 

実績（注） 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施の有無注 有 有 有 有 有 有
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（２）在宅支援サービス等事業（ 事業） 
 
① 巡回入浴サービスに関する事業

家庭での入浴が困難な重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生活の維持を

図るため、巡回入浴車を派遣して入浴サービスを行います。 

 
② 寝具乾燥消毒サービスに関する事業

常時寝たきりの状態にある在宅の重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生

活の維持を図るため、寝具類の乾燥消毒を行います。 

 
③ 寝具水洗いサービスに関する事業 

常時寝たきりの状態にある在宅の重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生

活の維持を図るため、寝具類の水洗いクリーニングを行います。 

 
④ 福祉理美容サービスに関する事業

常時複雑な介護を要する在宅の重度障害者（児）に対し、健康的な生活の維持と

家族の介護負担軽減を図るため、在宅で理美容サービスが受けられる福祉理美容券

を交付します。 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給者数
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（２）在宅支援サービス等事業（ 事業） 
 
① 巡回入浴サービスに関する事業

家庭での入浴が困難な重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生活の維持を

図るため、巡回入浴車を派遣して入浴サービスを行います。 

 
② 寝具乾燥消毒サービスに関する事業

常時寝たきりの状態にある在宅の重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生

活の維持を図るため、寝具類の乾燥消毒を行います。 

 
③ 寝具水洗いサービスに関する事業 

常時寝たきりの状態にある在宅の重度障害者（児）に対し、衛生的で健康的な生

活の維持を図るため、寝具類の水洗いクリーニングを行います。 

 
④ 福祉理美容サービスに関する事業

常時複雑な介護を要する在宅の重度障害者（児）に対し、健康的な生活の維持と

家族の介護負担軽減を図るため、在宅で理美容サービスが受けられる福祉理美容券

を交付します。 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給者数

⑤ 紙おむつの支給に関する事業 
重度障害者（児）に対し、健康の保持と介護家族の経済的負担軽減を図るため、

おむつを支給します。 

 
⑥ おむつカバーの支給に関する事業

重度障害者（児）に対し、健康の保持と介護家族の経済的負担軽減を図るため、

おむつカバーを支給します。 

 
⑦ 防水シーツの支給に関する事業 

重度障害者（児）に対し、健康の保持と介護家族の経済的負担軽減を図るため、

防水シーツを支給します。 

 
⑧ おむつ使用料の助成に関する事業

病院に入院し、区のおむつが使えない人を対象に、障害者（児）世帯の経済的負

担軽減を図るため、おむつ使用料の助成を行います。 

 
 
 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支給者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支給者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支給者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数
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⑨ 日中一時支援（日帰りショート）に関する事業 
在宅の心身障害者（児）の保護者または家族が、疾病・事故等で一時的に障害者

（児）を介護できなくなった場合に、世帯の生活の安定を図るため、保護事業を行

います。 

 
⑩ 福祉有償運送に関する事業

身体障害者等の移動制約者の移動を確保するため、ＮＰＯ法人によるボランティ

ア有償運送を支援します。 

 
⑪ 重度身体障害者グループホームの助成に関する事業

社会福祉法人等が行う重度身体障害者グループホームの運営等に要する経費の

一部を助成します。 

 
 

 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施団体数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数
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⑨ 日中一時支援（日帰りショート）に関する事業 
在宅の心身障害者（児）の保護者または家族が、疾病・事故等で一時的に障害者

（児）を介護できなくなった場合に、世帯の生活の安定を図るため、保護事業を行

います。 

 
⑩ 福祉有償運送に関する事業

身体障害者等の移動制約者の移動を確保するため、ＮＰＯ法人によるボランティ

ア有償運送を支援します。 

 
⑪ 重度身体障害者グループホームの助成に関する事業

社会福祉法人等が行う重度身体障害者グループホームの運営等に要する経費の

一部を助成します。 

 
 

 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

実施団体数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

（３）社会参加促進事業（ 事業） 
 
① 車いすの貸与に関する事業

長期または一時的疾病により歩行困難な状態にある人が、通院、通学、各種行事

への参加、旅行、散歩等をするために利用する車いすを貸し出します。 

 
② 障害者スポーツ大会への助成に関する事業 
心身障害者（児）のスポーツ・レクリエーション活動への参加を促進するため、

助成金を支給します。 

 
③ 障害者作品展への助成に関する事業 

障害者（児）の作品を一堂に集め、日頃の成果の発表の場とし、励まし合うとと

もに、障害を持たない人への理解促進を図るための作品展に対し、助成します。 

 
④ 障害別講座講習の開催に関する事業 

障害者の生活向上を図るため、障害別に講習会を開催します。 

 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

作品数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数
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⑤ 障害者就労支援センターにおける訓練事業 
一般就労を希望し、企業への就労が見込まれる 歳未満の障害者に対して就労

に関する支援を行います。 

 
⑥ 自立生活支援センターに関する事業

利用者及び家族等の状況をよく理解し、親切な対応、理解しやすい説明等に努め、

障害者の自立支援に関わる情報の収集、整理を適切に行うとともに、各種研修への

参加等を通じて、生活支援技術の向上に努め、在宅福祉サービスの利用援助・社会

資源を活用するための支援・社会生活力を高めるための支援に加え、平成 年度

より、「特定相談支援事業所」・「障害児相談支援事業所」として、障害福祉サービ

スの支給決定に必要な「サービス等利用計画」・「障害児支援利用計画」の作成を障

害者支援ハウスで行っています。

 
⑦ 心身障害者相談員（身体、知的）に関する事業

障害者やその家族の身近な地域の相談者として、相談、助言、支援を行います。 

 
⑧ 障害者協議室の運営に関する事業

障害者団体等が、障害者の自立と社会参加のための交流、情報交換等の自主的活

動が積極的に図れるように設けた障害者協議室を貸し出します。 

 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

相談件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

相談件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録団体数
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⑤ 障害者就労支援センターにおける訓練事業 
一般就労を希望し、企業への就労が見込まれる 歳未満の障害者に対して就労

に関する支援を行います。 

 
⑥ 自立生活支援センターに関する事業

利用者及び家族等の状況をよく理解し、親切な対応、理解しやすい説明等に努め、

障害者の自立支援に関わる情報の収集、整理を適切に行うとともに、各種研修への

参加等を通じて、生活支援技術の向上に努め、在宅福祉サービスの利用援助・社会

資源を活用するための支援・社会生活力を高めるための支援に加え、平成 年度

より、「特定相談支援事業所」・「障害児相談支援事業所」として、障害福祉サービ

スの支給決定に必要な「サービス等利用計画」・「障害児支援利用計画」の作成を障

害者支援ハウスで行っています。

 
⑦ 心身障害者相談員（身体、知的）に関する事業

障害者やその家族の身近な地域の相談者として、相談、助言、支援を行います。 

 
⑧ 障害者協議室の運営に関する事業

障害者団体等が、障害者の自立と社会参加のための交流、情報交換等の自主的活

動が積極的に図れるように設けた障害者協議室を貸し出します。 

 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

相談件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

相談件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録団体数

⑨ 障害者雇用優良企業表彰に関する事業

障害者の雇用に深い理解を有し、その雇用に顕著な実績のある事業所に対し、そ

の実績を広く周知することにより、区内事業所への障害者雇用の一層の促進を図る

ため、事業所を表彰します。 

 
  

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

表彰数
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（４）団体等への補助事業（ 事業） 
 
① 福祉作業所に対する助成に関する事業 
在宅の障害者に対し、作業と交流を通じて、障害者の素質と能力を伸ばし、社会

参加と自立を促進する心身障害者福祉作業所の運営費を助成します。 

 
② グループホームの委託に関する事業

知的障害者の地域社会における自立生活を支援するために、生活の場を提供し、

日常生活における援助を行う知的障害者グループホームの運営等に要する経費の

一部を補助します。 

 
③ 緊急一時保護を行う団体に対する助成に関する事業 
緊急時に会員相互により介護を行っている団体に、その費用を助成します。 

 
④ ハンディキャブ事業者に対する助成に関する事業 
地域の障害者（児）の足となり、福祉運送事業を運営しているＮＰＯ法人のハン

ディキャブ事業者に対し、補助を行います。 

 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録団体数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

助成団体数
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（４）団体等への補助事業（ 事業） 
 
① 福祉作業所に対する助成に関する事業 
在宅の障害者に対し、作業と交流を通じて、障害者の素質と能力を伸ばし、社会

参加と自立を促進する心身障害者福祉作業所の運営費を助成します。 

 
② グループホームの委託に関する事業

知的障害者の地域社会における自立生活を支援するために、生活の場を提供し、

日常生活における援助を行う知的障害者グループホームの運営等に要する経費の

一部を補助します。 

 
③ 緊急一時保護を行う団体に対する助成に関する事業 
緊急時に会員相互により介護を行っている団体に、その費用を助成します。 

 
④ ハンディキャブ事業者に対する助成に関する事業 
地域の障害者（児）の足となり、福祉運送事業を運営しているＮＰＯ法人のハン

ディキャブ事業者に対し、補助を行います。 

 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録団体数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

助成団体数

（５）給付・助成サービス事業（ 事業） 
 
① グループホームの家賃助成に関する事業 
グループホーム利用者が支払った家賃のうちの一定額を助成します。 

 
② グループホーム防火対策助成事業 

グループホームが、消防用設備等の設置、地域を交えた防災訓練の開催、防災に

関する講習会等へ参加する場合に、その費用の一部を補助します。 

 
③ 障害者地域生活移行・定着化支援事業 
入所施設を退所した重度障害者等を受け入れたグループホームに対して、相談援

助等の支援に要する費用の一部を補助します。 

（注）平成 年度からの事業。 

 
④ 民間緊急通報システムの助成に関する事業 
ひとり暮らし等の身体障害者で、日常生活に不安を持っている世帯に対し、生活

の安全を図るため、民間事業者利用の緊急通報システム「マモルくん」を設置しま

す。 

 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数
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⑤ 住まいの改造助成に関する事業 
介助を要する身体障害者が、車いすなどで暮らしやすい生活ができるよう、住ま

いの改造費用を助成します。 

 
⑥ 民間賃貸住宅家賃等の助成に関する事業 
民間の賃貸住宅に居住する心身障害者（児）世帯が、取り壊し等により転居を求

められて転居した場合に、住まいの安定を図るため、新しい住まいの家賃と旧家賃

との差額を助成します。 

 
⑦ 重度脳性まひ者の介護に関する事業 

重度脳性まひ者の生活圏の拡大を図るため、家族介護者に対し、介護券を給付し

ます。 

 
⑧ 自動車燃料費の助成に関する事業 

社会参加及び生活圏の拡大を図るため、心身障害者（児）が利用する自動車の燃

料費の一部を助成します。 

 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給対象者数
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⑤ 住まいの改造助成に関する事業 
介助を要する身体障害者が、車いすなどで暮らしやすい生活ができるよう、住ま

いの改造費用を助成します。 

 
⑥ 民間賃貸住宅家賃等の助成に関する事業 
民間の賃貸住宅に居住する心身障害者（児）世帯が、取り壊し等により転居を求

められて転居した場合に、住まいの安定を図るため、新しい住まいの家賃と旧家賃

との差額を助成します。 

 
⑦ 重度脳性まひ者の介護に関する事業 

重度脳性まひ者の生活圏の拡大を図るため、家族介護者に対し、介護券を給付し

ます。 

 
⑧ 自動車燃料費の助成に関する事業 

社会参加及び生活圏の拡大を図るため、心身障害者（児）が利用する自動車の燃

料費の一部を助成します。 

 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給対象者数

⑨ 自動車改造費の助成に関する事業 
社会参加の促進を図るため、重度身体障害者が就労等に伴い、自動車を取得する

とき、その自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

 
⑩ 自動車運転教習費の助成に関する事業 
日常生活の利便及び生活圏の拡大を図るため、心身障害者が自動車運転免許を取

得する際に要する費用の一部を助成します。 

 
⑪ 知的障害者グループホームの運営資金の貸付けに関する事業 

区内でグループホームを新規に運営しようとする団体に、開設当初の運営資金を

貸付けします。 

 
⑫ 成人祝品の支給に関する事業 

成人としての自覚を持ち、生活の励みとなるよう、身体障害者手帳または愛の手

帳を持つ新成人に記念品を贈呈します。 

 
 
 
 
 
 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

支給者数
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⑬ タクシー利用の助成に関する事業 
車いす等を使用する心身障害者（児）が、社会生活を円滑かつ迅速に営むための

迎車料金及び乗車料金の一部を助成します。

⑭ 更生訓練費に関する事業 
就労移行支援事業所、自立訓練事業所等における訓練の効果を上げるため、更生 

訓練を受けるために必要な費用を支給します。 

 
※下記の事業については、平成 年度をもって新規受付は終了しました。

従前からの利用者については、継続して支援します。 
 
⑮ 福祉電話使用料の助成に関する事業 

 
⑯ 福祉電話の貸与に関する事業

 
  

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給対象者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数
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⑬ タクシー利用の助成に関する事業 
車いす等を使用する心身障害者（児）が、社会生活を円滑かつ迅速に営むための

迎車料金及び乗車料金の一部を助成します。

⑭ 更生訓練費に関する事業 
就労移行支援事業所、自立訓練事業所等における訓練の効果を上げるため、更生 

訓練を受けるために必要な費用を支給します。 

 
※下記の事業については、平成 年度をもって新規受付は終了しました。

従前からの利用者については、継続して支援します。 
 
⑮ 福祉電話使用料の助成に関する事業 

 
⑯ 福祉電話の貸与に関する事業

 
  

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給対象者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

支給者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

利用者数

（６）精神障害者社会復帰支援事業（ 事業）

 
① 福祉ホームに関する事業

家庭環境や住宅事情等の理由により、住宅の確保が困難な精神障害者に対し、生

活の場を与えるとともに、必要な支援等を行い、自立の促進を図ります。 
計画策定時点で、区内に福祉ホームを運営している事業者はありませんが、今後

開設の相談等については、適切な対応を図っていきます。 

 
② 心の専門グループワークに関する事業 
回復期にある精神障害者を対象に、 年を期限として、社会生活への適応を図る

ことを目的にグループ活動を行います。 

 
③ 心の交流スポーツ大会に関する事業

スポーツを通じて、精神障害者施設等の利用者と健康サポートセンターの心の専

門グループワーク参加者との交流を図ります。 

 
④ 精神障害者就労支援事業 

就労を希望する精神障害者に対し、就労支援コーディネーターが就労訓練事業所

の紹介・関係機関への同行・求職活動への準備支援等を総合的に行います。 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数
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⑤ 精神障害者自立生活体験事業

病院・施設等から地域生活に向けての訓練や病状悪化防止のための休息または一

時的に家族支援が受けられない時などに安心して過ごせる専用居室が活用できま

す。 

 
⑥ ボランティア講座に関する事業

精神障害者のための施設等において、ボランティアを希望する人のために、病気

への理解や現状についての講座を開催します。 

 
⑦ 家族会の支援に関する事業

精神障害者を持つ家族同士の交流、自主的活動等の支援を行います。 

 
⑧ 精神障害者地域生活安定化支援事業

地域で安心して生活が送れるよう、一定期間、訪問を中心とした支援を行い、そ

の方に必要な福祉サービスの利用や定期的な通院につなげるためのサポートを行

います。 

（注）平成 年度からの事業。 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

登録者数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

支援件数 －

利用者数 －
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⑤ 精神障害者自立生活体験事業

病院・施設等から地域生活に向けての訓練や病状悪化防止のための休息または一

時的に家族支援が受けられない時などに安心して過ごせる専用居室が活用できま

す。 

 
⑥ ボランティア講座に関する事業

精神障害者のための施設等において、ボランティアを希望する人のために、病気

への理解や現状についての講座を開催します。 

 
⑦ 家族会の支援に関する事業

精神障害者を持つ家族同士の交流、自主的活動等の支援を行います。 

 
⑧ 精神障害者地域生活安定化支援事業

地域で安心して生活が送れるよう、一定期間、訪問を中心とした支援を行い、そ

の方に必要な福祉サービスの利用や定期的な通院につなげるためのサポートを行

います。 

（注）平成 年度からの事業。 
 

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間件数

登録者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

参加者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

箇所数

登録者数

実績 見込量

年度（注） 年度 年度 年度 年度 年度

支援件数 －

利用者数 －

（７）リハビリ事業（ 事業） 
 
① 自立支援セミナーに関する事業

脳卒中後遺症等による障害を持ち、病院訓練を終えた人とその家族を対象として、

日常生活動作や応用動作の体験を通じて、日常生活の自立、社会活動の拡大を支援

します。 
 

ア 言語リハビリ教室

言語機能に障害のある人を対象に、コミュニケーション機能の回復と社会参加を

目的に開催します。 

イ 家事体験リハビリ教室

身体障害や高次脳機能障害により、調理・掃除・洗濯などの家事動作に支障をき

たしている人を対象に、家事動作の体験を通じて、家庭での役割を広げることを目

的に開催します。

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

利用者数

実績 見込量

年度 年度 年度 年度 年度 年度

年間回数

利用者数
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資 料 編
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江戸川区障害者計画の読み替えについて

平成 年 月策定の「江戸川区障害者計画」について、本計画書とあわせて参照

する場合は、下記のとおり、読み替えてご覧ください（注）。

なお、計画自体の変更はありません。

（注）「江戸川区障害者計画」は、本計画書には収録していません。（第 期計画と同一の冊子で

す。江戸川区ホームページでもご覧いただけます。）

なお、第 期計画とあわせてご覧になる際は、読み替えは不要です。

障害者計画 読み替え表 
ページ 読み換え箇所

「３ 計画の位置づけ」 上から 行目

読み替え前 障害者自立支援法

読み替え後
障害者総合支援法

※本計画書 ページの「（２）計画の位置づけ」もご参照ください。

「１ 障害者施策推進の基本理念」 上から 行目

読み替え前 障害者自立支援法

読み替え後 障害者総合支援法

「３（１）江戸川区地域自立支援協議会」 上から ～ 行目

読み替え前

障害者自立支援法において、障害者等への支援体制の

整備を図るため、関係機関、関係団体及び障害者等の福

祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者そ

の他の関係者により構成される自立支援協議会を置く

ことができると示されています。

読み替え後

障害者総合支援法において、障害者等への支援体制の

整備を図るため、関係機関、関係団体、障害者等及びそ

の家族、障害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関連す

る職務に従事する者その他の関係者により構成される

協議会を置くように努めなければならないと示されて

います。
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障害者総合支援法の概要

「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず

るための関係法律の整備に関する法律の概要」（注）

（平成 年 月 日成立・同年 月 日公布）

（注）厚生労働省「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるため

の関係法律の整備に関する法律の概要」より引用。

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の

実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

（１）題名

「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（障害者総合支援法）」とする。

（２）基本理念

法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参加の

機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合的か

つ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げる。

（３）障害者の範囲（障害児の範囲も同様に対応。）

「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を加える。

（４）障害支援区分の創設

「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要

とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改める。

※障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて行われるよう、

区分の制定に当たっては適切な配慮等を行う。

１．趣 旨

２．概 要
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障害者総合支援法の概要

「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず

るための関係法律の整備に関する法律の概要」（注）

（平成 年 月 日成立・同年 月 日公布）

（注）厚生労働省「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるため

の関係法律の整備に関する法律の概要」より引用。

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の

実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

（１）題名

「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（障害者総合支援法）」とする。

（２）基本理念

法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参加の

機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、総合的か

つ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げる。

（３）障害者の範囲（障害児の範囲も同様に対応。）

「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を加える。

（４）障害支援区分の創設

「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要

とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改める。

※障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて行われるよう、

区分の制定に当たっては適切な配慮等を行う。

１．趣 旨

２．概 要

（５）障害者に対する支援

① 重度訪問介護の対象拡大（重度の肢体不自由者等であって常時介護を要する

障害者として厚生労働省令で定めるものとする）

② 共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）への一元化

③ 地域移行支援の対象拡大 地域における生活に移行するため重点的な支援を

必要とする者であって厚生労働省令で定めるものを加える）

④ 地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるための研修や啓発を

行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等）

（６）サービス基盤の計画的整備

① 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事項及び地域生

活支援事業の実施に関する事項についての障害福祉計画の策定

② 基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化

③ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ把握等を

行うことを努力義務化

④ 自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められるよう弾力化

するとともに、当事者や家族の参画を明確化

平成２５年４月１日

（ただし、２．（４）及び（５）①～③については、平成２６年４月１日）

（１）常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の

就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方

（２）障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方

（３）障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年

後見制度の利用促進の在り方

（４）手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害

のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方

（５）精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方

※上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映

させる措置を講ずる。

３．施行期日

４．検討規定

（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後３年を目途として、以下について検討）
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障害福祉サービス等見込量一覧

 

事   項

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

平成28年度 平成29年度

訪
問
系

日
中
活
動
系

福祉型

①居宅介護

②重度訪問介護

③行動援護

④重度障害者等包括支援

⑤同行援護

①生活介護

 ②自立訓練
    （機能訓練）

 ③自立訓練
    （生活訓練）

医療型

 ⑥就労継続支援Ｂ型
    （非雇用型）

④就労移行支援

障
害
児
通
所
支
援

①児童発達支援

②医療型児童発達支援

③放課後等デイサービス

④保育所等訪問支援

 ①共同生活援助
    （グループホーム）

⑦療養介護

①計画相談支援

平成27年度

相
談
支
援

 ②地域相談支援
    （地域移行支援）

 ③地域相談支援
    （地域定着支援）

 ③障害児相談支援

②施設入所支援

 ⑤就労継続支援Ａ型
    （雇用型）

 ⑧短期入所

居
住
系
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障害福祉サービス等見込量一覧

 

事   項

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 時間分 時間分 時間分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

サービス量 人日分 人日分 人日分

利用者数 人 人 人

平成28年度 平成29年度

訪
問
系

日
中
活
動
系

福祉型

①居宅介護

②重度訪問介護

③行動援護

④重度障害者等包括支援

⑤同行援護

①生活介護

 ②自立訓練
    （機能訓練）

 ③自立訓練
    （生活訓練）

医療型

 ⑥就労継続支援Ｂ型
    （非雇用型）

④就労移行支援

障
害
児
通
所
支
援

①児童発達支援

②医療型児童発達支援

③放課後等デイサービス

④保育所等訪問支援

 ①共同生活援助
    （グループホーム）

⑦療養介護

①計画相談支援

平成27年度

相
談
支
援

 ②地域相談支援
    （地域移行支援）

 ③地域相談支援
    （地域定着支援）

 ③障害児相談支援

②施設入所支援

 ⑤就労継続支援Ａ型
    （雇用型）

 ⑧短期入所

居
住
系

地域生活支援事業見込量一覧

 

（単位）

（１）法定必須事業（10事業）

①相談支援事業

(ア) 障害者相談支援事業 15箇所 15箇所 15箇所 実施箇所数

(イ) 精神障害者居住支援事業 3,700件 60人 3,700件 60人 3,700件 60人
 年間件数／
 登録者数

②成年後見制度利用支援事業 5件 5件 5件 申立件数

③成年後見制度法人後見支援事業 0件 0件 0件 支援法人数

④意思疎通支援事業

(ア)手話通訳等意思疎通支援に関する事業

手話通訳者の派遣 2,199件 201人 2,392件 211人 2,602件 221人
 年間件数／
 利用者数

手話通訳者の配置 200件 200件 200件 年間件数

手話通訳者緊急派遣事業 5人 5人 5人 利用者数

要約筆記者の派遣 130件 13人 140件 14人 150件 15人
 年間件数／
 利用者数

⑤手話奉仕員養成研修事業 0人 0人 0人 修了者数

⑥日常生活用具給付（設備改善を含む。）に関する事業

(ア) 介護・訓練支援用具（10品目） 60件 70件 80件 年間件数

(イ) 自立生活支援用具（13品目） 180件 190件 200件 年間件数

(ウ) 在宅療養等支援用具（10品目） 170件 180件 190件 年間件数

(エ) 情報・意思疎通支援用具（16品目） 130件 140件 150件 年間件数

(オ) 排せつ管理支援用具（2品目） 9,500件 9,600件 9,700件 年間件数

15件 15件 15件 年間件数

⑦移動支援に関する事業
時間

1,500人
時間

1,700人
時間

1,900人
 延べ時間数／
 利用者数

⑧地域活動支援センターに関する事業

3箇所 1,750人 3箇所 1,900人 3箇所 2,050人
 箇所数／
 登録者数

7箇所 380人 7箇所 380人 7箇所 380人
 箇所数／
 登録者数

3箇所 110人 3箇所 110人 3箇所 110人
 箇所数／
 登録者数

6件 6件 6件 年間件数

⑩自発的活動支援事業

(ア)ピアサポート

家族交流会に関する事業 48回 60人 48回 60人 48回 60人
 年間回数／
 参加者数

酒害家族教室に関する事業 24回 20人 24回 20人 24回 20人
 年間回数／
 参加者数

 (イ) 地域活動支援センターⅡ型

 ⑨理解促進研修・啓発事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度

 (カ) 住宅改修費（居住生活動作補助用具）

 (ア) 地域活動支援センターⅠ型

 (ウ) 地域活動支援センターⅢ型
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（単位）

酒害本人ミーティングに関する事業 24回 10人 24回 10人 24回 10人
 年間回数／
 参加者数

精神家族講演会に関する事業 3回 150人 3回 150人 3回 150人
 年間回数／
 参加者数

(イ)障害者団体等の活動支援 有 有 有  実施の有無

（２）在宅支援サービス等事業（11事業）

①巡回入浴サービスに関する事業 6,018件 71人 6,000件 71人 6,000件 71人
 年間件数／
 利用者数

②寝具乾燥消毒サービスに関する事業 330件 45人 330件 45人 330件 45人
 年間件数／
 登録者数

③寝具水洗いサービスに関する事業 70件 50人 72件 50人 72件 50人
 年間件数／
 登録者数

④福祉理美容サービスに関する事業 2,100件 550人 2,150件 550人 2,200件 550人
 年間件数／
 支給者数

⑤紙おむつの支給に関する事業 770人 800人 830人 支給者数

⑥おむつカバーの支給に関する事業 40人 45人 50人 支給者数

⑦防水シーツの支給に関する事業 265人 270人 275人 支給者数

⑧おむつ使用料の助成に関する事業 450件 150人 450件 150人 450件 150人
 年間件数／
 利用者数

500件 150人 500件 150人 500件 150人
 年間件数／
 利用者数

⑩福祉有償運送に関する事業 2箇所 2箇所 2箇所 実施団体数

0箇所 0箇所 0箇所 箇所数

（３）社会参加促進事業（9事業）

①車いすの貸与に関する事業 450件 420件 420件 年間件数

1回 450人 1回 450人 1回 450人
 年間回数／
 参加者数

③障害者作品展への助成に関する事業 1回 1,700作品 1回 1,700作品 1回 1,700作品
 年間回数／
 作品数

④障害別講座講習の開催に関する事業 5回 300人 5回 300人 5回 300人
 年間回数／
 参加者数

2回 4人 3回 5人 3回 6人
 年間回数／
 利用者数

⑥自立生活支援センターに関する事業 900件 900件 900件 相談件数

500件 500件 500件 相談件数

⑧障害者協議室の運営に関する事業 560件 20団体 560件 20団体 560件 20団体
 年間件数／
 登録団体数

1箇所 1箇所 1箇所 表彰数

（４）団体等への補助事業（4事業）

①福祉作業所に対する助成に関する事業 3箇所 3箇所 3箇所 箇所数

②グループホームの委託に関する事業 12件 1人 12件 1人 12件 1人
 年間件数／
 利用者数

36件 2団体 36件 2団体 36件 2団体
 年間件数／
 登録団体数

1団体 1団体 1団体 助成団体数

（５）給付・助成サービス事業（16事業）

124人 130人 136人 利用者数

2件 2件 2件 年間件数

平成29年度

 ⑪重度身体障害者グループホームの助成に
    関する事業

平成27年度 平成28年度

 ②グループホーム防火対策助成事業

 ⑨日中一時支援（日帰りショート）に関する事業

 ②障害者スポーツ大会への助成に関する事業

 ⑤障害者就労支援センターにおける訓練事業

 ⑦心身障害者相談員（身体、知的）に関する事業

 ⑨障害者雇用優良企業表彰に関する事業

 ③緊急一時保護を行う団体に対する助成に
    関する事業

 ④ハンディキャブ事業者に対する助成に関する
    事業

 ①グループホームの家賃助成に関する事業
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（単位）

酒害本人ミーティングに関する事業 24回 10人 24回 10人 24回 10人
 年間回数／
 参加者数

精神家族講演会に関する事業 3回 150人 3回 150人 3回 150人
 年間回数／
 参加者数

(イ)障害者団体等の活動支援 有 有 有  実施の有無

（２）在宅支援サービス等事業（11事業）

①巡回入浴サービスに関する事業 6,018件 71人 6,000件 71人 6,000件 71人
 年間件数／
 利用者数

②寝具乾燥消毒サービスに関する事業 330件 45人 330件 45人 330件 45人
 年間件数／
 登録者数

③寝具水洗いサービスに関する事業 70件 50人 72件 50人 72件 50人
 年間件数／
 登録者数

④福祉理美容サービスに関する事業 2,100件 550人 2,150件 550人 2,200件 550人
 年間件数／
 支給者数

⑤紙おむつの支給に関する事業 770人 800人 830人 支給者数

⑥おむつカバーの支給に関する事業 40人 45人 50人 支給者数

⑦防水シーツの支給に関する事業 265人 270人 275人 支給者数

⑧おむつ使用料の助成に関する事業 450件 150人 450件 150人 450件 150人
 年間件数／
 利用者数

500件 150人 500件 150人 500件 150人
 年間件数／
 利用者数

⑩福祉有償運送に関する事業 2箇所 2箇所 2箇所 実施団体数

0箇所 0箇所 0箇所 箇所数

（３）社会参加促進事業（9事業）

①車いすの貸与に関する事業 450件 420件 420件 年間件数

1回 450人 1回 450人 1回 450人
 年間回数／
 参加者数

③障害者作品展への助成に関する事業 1回 1,700作品 1回 1,700作品 1回 1,700作品
 年間回数／
 作品数

④障害別講座講習の開催に関する事業 5回 300人 5回 300人 5回 300人
 年間回数／
 参加者数

2回 4人 3回 5人 3回 6人
 年間回数／
 利用者数

⑥自立生活支援センターに関する事業 900件 900件 900件 相談件数

500件 500件 500件 相談件数

⑧障害者協議室の運営に関する事業 560件 20団体 560件 20団体 560件 20団体
 年間件数／
 登録団体数

1箇所 1箇所 1箇所 表彰数

（４）団体等への補助事業（4事業）

①福祉作業所に対する助成に関する事業 3箇所 3箇所 3箇所 箇所数

②グループホームの委託に関する事業 12件 1人 12件 1人 12件 1人
 年間件数／
 利用者数

36件 2団体 36件 2団体 36件 2団体
 年間件数／
 登録団体数

1団体 1団体 1団体 助成団体数

（５）給付・助成サービス事業（16事業）

124人 130人 136人 利用者数

2件 2件 2件 年間件数

平成29年度

 ⑪重度身体障害者グループホームの助成に
    関する事業

平成27年度 平成28年度

 ②グループホーム防火対策助成事業

 ⑨日中一時支援（日帰りショート）に関する事業

 ②障害者スポーツ大会への助成に関する事業

 ⑤障害者就労支援センターにおける訓練事業

 ⑦心身障害者相談員（身体、知的）に関する事業

 ⑨障害者雇用優良企業表彰に関する事業

 ③緊急一時保護を行う団体に対する助成に
    関する事業

 ④ハンディキャブ事業者に対する助成に関する
    事業

 ①グループホームの家賃助成に関する事業

 
  

（単位）

1箇所 1箇所 1箇所  箇所数

204件 18人 216件 18人 228件 19人
 年間件数／
 利用者数

⑤住まいの改造助成に関する事業 11件 11件 11件 年間件数

250件 20人 250件 20人 250件 20人
 年間件数／
 利用者数

⑦重度脳性まひ者の介護に関する事業 3,312件 23人 3,312件 23人 3,312件 23人
 年間件数／
 利用者数

⑧自動車燃料費の助成に関する事業 20,770件 2,095人 21,390件 2,160人 22,030件 2,230人
 年間件数／
 支給対象者数

⑨自動車改造費の助成に関する事業 10件 10件 10件 年間件数

⑩自動車運転教習費の助成に関する事業 15件 15件 15件 年間件数

0件 0件 0件 年間件数

⑫成人祝品の支給に関する事業 158人 189人 155人 支給者数

⑬タクシー利用の助成に関する事業 77,660件 7,490人 78,440件 7,560人 79,220件 7,640人
 年間件数／
 支給対象者数

⑭更生訓練費に関する事業 24件 2人 12件 1人 12件 1人
 年間件数／
 支給者数

⑮福祉電話使用料の助成に関する事業  利用者数

⑯福祉電話の貸与に関する事業  利用者数

（６）精神障害者社会復帰支援事業（8事業）

①福祉ホームに関する事業 0箇所 0箇所 0箇所 箇所数

②心の専門グループワークに関する事業 8箇所 100人 8箇所 100人 8箇所 100人
 箇所数／
 利用者数

③心の交流スポーツ大会に関する事業 1回 280人 1回 290人 1回 290人
 年間回数／
 利用者数

④精神障害者就労支援事業 5,500件 130人 5,500件 130人 5,500件 130人
 年間件数／
 登録者数

⑤精神障害者自立生活体験事業 2,500件 100人 2,500件 100人 2,500件 100人
 年間件数／
 登録者数

⑥ボランティア講座に関する事業 2回 20人 2回 30人 2回 30人
 年間回数／
 参加者数

⑦家族会の支援に関する事業 2箇所 55人 2箇所 55人 2箇所 55人
 箇所数／
 登録者数

⑧精神障害者地域生活安定化支援事業 1,800件 30人 1,800件 30人 1,800件 30人
 支援件数／
 利用者数

（７）リハビリ事業（1事業）

①自立支援セミナーに関する事業

38回 60人 38回 60人 38回 60人
 年間回数／
 利用者数

8回 20人 8回 20人 8回 20人
 年間回数／
 利用者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度

 ③障害者地域生活移行・定着化支援事業

 ④民間緊急通報システムの助成に関する事業

 (ア) 言語リハビリ教室

 (イ) 家事体験リハビリ教室

 ⑥民間賃貸住宅家賃等の助成に関する事業

 ⑪知的障害者グループホームの運営資金の
    貸付けに関する事業

90人 80人 75人

48人 40人 35人
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策定経過

（１）策定委員会経過 

 
（２）江戸川区地域自立支援協議会経過（注） 

 
回数 開催日 主な議題

第 回 平成 年 月 日
・策定の趣旨、主な策定項目について

・策定スケジュールについて

第 回 平成 年 月 日 ・計画（案）について

第 回 平成 年 月 日
・意見公募の結果について

・計画（案）について

（注）障害者総合支援法第 条第 項により、障害福祉計画の策定または変更時に、あらかじめ、

地域自立支援協議会の意見を聴くように努めなければならないとされています。

（３）パブリック・コメント（意見公募）の実施 

回数 開催日 主な議題

第 回 平成 年 月 日

・策定についての趣旨、法改正について

・第 期障害福祉計画の国の指針について

・策定スケジュールについて

第 回 平成 年 月 日
・計画（案）について

・意見公募の実施について

第 回 平成 年 月 日

・意見公募の結果について

・計画（案）について

・今後のスケジュールについて

会 長 小川 勝

副 会 長 古川 隆彦、戸倉 振一

委員構成 保健医療関係者 名、民生・児童委員 名、教育関係者 名、

就労支援関係者 名、障害当事者 名、障害者団体関係者 名、

障害福祉サービス・相談支援事業者 名、社会福祉協議会職員 名

計 名

公募期間 平成 年 月 日から 月 日まで（ 日間）

意見件数 人 団体 延べ 件
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策定経過

（１）策定委員会経過 

 
（２）江戸川区地域自立支援協議会経過（注） 

 
回数 開催日 主な議題

第 回 平成 年 月 日
・策定の趣旨、主な策定項目について

・策定スケジュールについて

第 回 平成 年 月 日 ・計画（案）について

第 回 平成 年 月 日
・意見公募の結果について

・計画（案）について

（注）障害者総合支援法第 条第 項により、障害福祉計画の策定または変更時に、あらかじめ、

地域自立支援協議会の意見を聴くように努めなければならないとされています。

（３）パブリック・コメント（意見公募）の実施 

回数 開催日 主な議題

第 回 平成 年 月 日

・策定についての趣旨、法改正について

・第 期障害福祉計画の国の指針について

・策定スケジュールについて

第 回 平成 年 月 日
・計画（案）について

・意見公募の実施について

第 回 平成 年 月 日

・意見公募の結果について

・計画（案）について

・今後のスケジュールについて

会 長 小川 勝

副 会 長 古川 隆彦、戸倉 振一

委員構成 保健医療関係者 名、民生・児童委員 名、教育関係者 名、

就労支援関係者 名、障害当事者 名、障害者団体関係者 名、

障害福祉サービス・相談支援事業者 名、社会福祉協議会職員 名

計 名

公募期間 平成 年 月 日から 月 日まで（ 日間）

意見件数 人 団体 延べ 件

（４）策定委員会委員 

部 課 委員

福祉部 福祉部長

福祉推進課 福祉推進課長

障害者福祉課 障害者福祉課長

庶務係長

計画係長

認定係長

身体障害者相談係長

愛の手帳相談係長

自立援助係長

事業者調整係長

障害者就労支援センター所長

発達障害相談センター 発達障害相談センター長

事務係長

相談係長

健康部 健康部長

保健予防課 健康部参事・保健予防課長

精神保健係長

健康推進課 健康推進課長

健康サービス課 健康サービス課長

健康サービス係長

地域医療担当課 地域医療担当課長

経営企画部 企画課 企画課長

生活振興部 地域振興課 地域振興課長

子ども家庭部 子育て支援課 子育て支援課長

保育課 保育課長

庶務係長

教育委員会事務局 学務課 学務課長

指導室 指導室長
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